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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作業シリンダ及び前記作業シリンダ内で往復運動するように配置された作業ピストンを
有する作業アクチュエータであって、前記作業ピストンは少なくとも部分的に、前記作業
ピストンの第１の側と前記作業シリンダの間に、有効作業ピストン表面積を有する作業チ
ャンバを画定し、前記有効作業ピストン表面積に前記作業チャンバ内の作業流体の作業圧
がかけられて、前記作業ピストンの前記第１の側に、第１の方向に作用する作業力を生成
する、作業アクチュエータと、
　前記作業ピストンに結合された液圧アクチュエータであって、液圧シリンダ及び前記液
圧シリンダ内で往復運動するように配置された液圧ピストンを含み、前記液圧ピストンは
、前記液圧シリンダを第１の液圧チャンバ及び第２の液圧チャンバに分け、前記液圧ピス
トンは前記第１の液圧チャンバ及び前記第２の液圧チャンバを画定し、
　　前記第１の液圧チャンバは、第１の液圧流体ポートを有するとともに、第１の有効液
圧ピストン表面積を有し、前記第１の有効液圧ピストン表面積に前記第１の液圧チャンバ
内の液圧流体の液圧がかけられて、前記液圧ピストンに、前記第１の方向とは逆の第２の
方向に作用する第１の液圧力を生成し、
　　前記第２の液圧チャンバは、第２の液圧流体ポートを有するとともに、第２の有効液
圧ピストン表面積を有し、前記第２の有効液圧ピストン表面積に前記第２の液圧チャンバ
内の液圧流体の液圧がかけられて、前記液圧ピストンに、前記第１の方向に作用する第２
の液圧力を生成し、
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　　前記第２の有効液圧ピストン面積は、前記第１の有効液圧ピストン面積よりも小さく
、前記第２の液圧力は前記第１の液圧力よりも小さい、液圧アクチュエータと、
　前記第１の液圧流体ポート、前記第２の液圧流体ポート、及び加圧液圧流体に流体的に
結合可能な液圧コントローラであって、前記加圧液圧流体が前記第１の液圧流体ポートに
流体的に結合されるが、前記第２の液圧流体ポートには流体的に結合されない第１の動作
状態と、前記加圧液圧流体が前記第２の液圧流体ポートに流体的に結合されるが、前記第
１の液圧流体ポートには流体的に結合されない第２の動作状態と、前記加圧液圧流体が前
記第１の液圧流体ポート及び前記第２の液圧流体ポートの両方に流体的に結合される第３
の動作状態と、前記加圧液圧流体が前記第１の液圧ポート及び前記第２の液圧ポートから
流体的に分離される第４の動作状態とで動作可能な液圧コントローラと、
を備える装置であって、
　　前記液圧コントローラは、前記液圧を有する加圧液圧流体と共に動作可能であり、前
記液圧アクチュエータに、前記作業ピストンに対して選択された液圧アクチュエータ力、
すなわちａ）前記第１の動作状態では、前記第２の方向で作用し、前記第１の液圧力にお
およそ等しい前記液圧アクチュエータ力、ｂ）前記第２の動作状態では、前記第１の方向
に作用し、前記第２の液圧力におおよそ等しい前記液圧アクチュエータ力、及びｃ）前記
第３の動作状態では、前記第２の方向に作用し、前記第１の液圧力と前記第２の液圧力と
の差におおよそ等しい前記液圧アクチュエータ力を生成させ、
　それにより、前記作業力よりも大きな前記第２の方向での液圧アクチュエータ力を生成
する前記液圧コントローラの動作が、前記作業ピストン及び前記液圧ピストンを前記第２
の方向に移動させ、前記作業力よりも小さな前記第２の方向での液圧アクチュエータ力を
生成する前記液圧コントローラの動作が、前記作業ピストン及び前記液圧ピストンを前記
第１の方向に移動させるものであり、
　前記作業アクチュエータに流体的に結合され、部分的に、前記作業チャンバを画定する
内部領域を有する圧力容器をさらに備え、前記第２の方向での前記作業ピストンの移動は
、前記作業チャンバの容積を低減させるとともに、前記作業チャンバに含まれるガスを圧
縮させ、又は前記第１の方向での前記作業ピストンの移動は、前記作業チャンバの容積を
増大させるとともに、前記作業チャンバに含まれるガスを膨張させる、装置。
【請求項２】
　前記液圧アクチュエータは、前記作業ピストン及び前記液圧ピストンに結合された接続
ロッドにより、前記作業ピストンに結合される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記液圧シリンダは第１の液圧シリンダであり、前記液圧ピストンは第１の液圧ピスト
ンであり、前記液圧アクチュエータは第１の液圧アクチュエータであり、前記装置は、
　前記作業ピストンに結合された第２の液圧アクチュエータであって、第２の液圧シリン
ダ及び前記第２の液圧シリンダ内で往復運動するように配置された第２の液圧ピストンを
有する、第２の液圧アクチュエータをさらに備え、
　前記第２の液圧ピストンは、前記第２の液圧シリンダを第３の液圧チャンバ及び第４の
液圧チャンバに分け、前記第２の液圧ピストンは前記第３の液圧チャンバ及び前記第４の
チャンバを画定し、
　前記第３の液圧チャンバは、第３の液圧流体ポートを有するとともに、第３の有効液圧
ピストン表面積を有し、前記第３の有効液圧ピストン表面積に前記第３の液圧チャンバ内
の液圧流体の液圧がかけられて、前記液圧ピストンに、前記第２の方向に作用する第３の
液圧力を生成し、
　前記液圧コントローラは、加圧液圧流体源が前記第３の液圧ポートに流体的に結合され
るが、前記第１又は第２の液圧流体ポートには流体的に結合されない第５の動作状態と、
前記加圧液圧流体源が前記第１の液圧ポート及び前記第３の液圧ポートに結合されるが、
前記第２の液圧流体ポートには流体的に結合されない第６の動作状態と、前記加圧液圧流
体源が前記第１の液圧ポート、前記第２の液圧ポート、及び前記第３の液圧ポートに流体
的に結合される第７の動作状態とでさらに動作可能であり、
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　前記液圧コントローラは、前記液圧を有する加圧液圧流体と共にさらに動作可能であり
、前記液圧アクチュエータに、前記作業ピストンに対して選択された液圧アクチュエータ
力、すなわちｄ）前記第５の動作状態では、前記第２の方向で作用し、前記第３の液圧力
におおよそ等しい液圧アクチュエータ力、ｅ）前記第６の動作状態では、前記第２の方向
に作用し、前記第１の液圧力と前記第３の液圧力との和におおよそ等しい液圧アクチュエ
ータ力、及びｆ）前記第７の動作状態では、前記第２の方向に作用し、前記第３の液圧力
と、前記第１の液圧力と前記第２の液圧力との差との和におおよそ等しい液圧アクチュエ
ータ力を生成させる、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記作業ピストンは、前記第１の液圧アクチュエータと前記第２の液圧アクチュエータ
との間に配置される、請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　前記第２の液圧アクチュエータは、前記第２の液圧アクチュエータと前記作業ピストン
との間に配置される、請求項３に記載の装置。
【請求項６】
　前記第１の液圧アクチュエータは、前記作業ピストン及び前記第１の液圧ピストンに結
合された第１のピストンロッドにより前記作業ピストンに結合され、前記第２の液圧ピス
トンは、第２のピストンロッドにより前記第１の液圧ピストンに結合される、請求項５に
記載の装置。
【請求項７】
　前記加圧液圧流体は、液圧ポンプの高圧側又は液圧モータの高圧側と流通する、請求項
１に記載の装置。
【請求項８】
　被駆動部材を駆動するか、又は前記被駆動部材により駆動される液圧駆動システムを動
作させる方法であって、前記液圧駆動システムは加圧液圧流体を含み、液圧アクチュエー
タが、第１の液圧シリンダと、前記第１の液圧シリンダ内に移動可能に配置された第１の
液圧ピストンとを有し、前記第１のシリンダと共に第１の液圧チャンバ及び第２の液圧チ
ャンバを画定し、第２の液圧シリンダと、前記第２の液圧シリンダ内に移動可能に配置さ
れた第２の液圧ピストンとを有し、前記第２の液圧シリンダと共に第３のチャンバ及び第
４のチャンバを画定し、前記液圧アクチュエータは前記被駆動部材に結合され、液圧コン
トローラが、前記加圧液圧流体と、前記第１、第２、第３、及び第４の液圧チャンバのそ
れぞれとに流体的に結合され、前記液圧チャンバ及び前記加圧液圧流体のそれぞれを、前
記チャンバの連通及び分離の少なくとも４つの組み合わせのそれぞれで流体的に結合又は
流体的に分離するように選択的に独立して動作可能であり、各組み合わせは、第１の方向
及び逆の第２の方向のうちの一方で作用する正味液圧ピストン面積を画定し、第１又は第
２の方向において、前記アクチュエータは、加圧液圧流体を前記液圧コントローラが前記
加圧液圧流体との流通を前記組み合わせで確立する前記１つ又は複数のチャンバに与える
ことにより、前記被駆動部材を促し、前記方法は、
　第１の時間期間中、前記第１の方向に作用する第１の正味液圧ピストン面積を有する第
１の組み合わせを確立すること、
　第２の時間期間中、前記第１の方向に作用する、前記第１の液圧ピストン面積よりも大
きな第２の正味液圧ピストン面積を有する第２の組み合わせを確立すること、
　第３の時間期間中、前記第１の方向に作用する、前記第２の液圧ピストン面積よりも大
きな第３の正味液圧ピストン面積を有する第３の組み合わせを確立すること、及び
　第４の時間期間中、前記第１の方向に作用する、前記第３の液圧ピストン面積よりも大
きな第４の正味液圧ピストン面積を有する第４の組み合わせを確立すること
を含む、方法。
【請求項９】
　前記液圧コントローラは、前記液圧チャンバ及び前記加圧液圧流体のそれぞれを、前記
チャンバの連通及び分離の少なくとも６つの組み合わせのそれぞれで流体的に結合又は流
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体的に分離するように選択的に独立して動作可能であり、
　第５の時間期間中、前記第２の方向に作用する第５の正味液圧ピストン面積を有する第
５の組み合わせを確立すること、
　第６の時間期間中、前記第２の方向に作用する、前記第５の液圧ピストン面積よりも大
きな第６の正味液圧ピストン面積を有する第６の組み合わせを確立すること
をさらに含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記液圧コントローラは、前記液圧チャンバ及び前記加圧液圧流体のそれぞれを、前記
チャンバの連通及び分離の少なくとも６つの組み合わせのそれぞれで流体的に結合又は流
体的に分離するように選択的に独立して動作可能であり、
　第５の時間期間中、前記第１の方向に作用する、前記第４の正味液圧ピストン面積より
も大きな第５の正味液圧ピストン面積を有する第５の組み合わせを確立すること、
　第６の時間期間中、前記第１の方向に作用する、前記第５の液圧ピストン面積よりも大
きな第６の正味液圧ピストン面積を有する第６の組み合わせを確立すること
をさらに含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第１の時間期間中、第１の力が、前記第１のピストン、前記第２のピストン、第１
の駆動ロッド、及び第２の駆動ロッドのうちの少なくとも１つにより集合的に画定される
第１の正味表面積に対してかけられ、前記作業ピストンに適用され、
　前記第２の時間期間中、第２の力が、前記第１のピストン、前記第２のピストン、前記
第１の駆動ロッド、及び前記第２の駆動ロッドのうちの少なくとも１つにより集合的に画
定される第２の正味表面積に対してかけられ、前記作業ピストンに適用され、前記第１の
力は第１のセットに関連付けられ、前記第２の力は第２のセットに関連付けられる、請求
項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記被駆動部材は、作業シリンダ内に配置され、ある量のガスを含む作業チャンバを少
なくとも部分的に画定する作業ピストンであり、
　前記第１の組み合わせを確立することは、前記作業ピストンを前記第１の方向に移動さ
せて、前記作業チャンバの容積を低減させ、前記量のガスを第１の圧力から、前記第１の
圧力よりも高い第２の圧力に圧縮することを含み、
　前記第２の組み合わせを確立することは、前記作業ピストンを前記第１の方向にさらに
移動させて、前記作業チャンバの容積をさらに低減させ、前記量のガスを前記第２の圧力
から、前記第２の圧力よりも高い第３の圧力にさらに圧縮することを含み、
　前記第３の組み合わせを確立することは、前記作業ピストンを前記第１の方向にさらに
移動させて、前記作業チャンバの容積をさらに低減させ、前記量のガスを前記第３の圧力
から、前記第３の圧力よりも高い第４の圧力にさらに圧縮することを含み、
　前記第４の組み合わせを確立することは、前記作業ピストンを前記第１の方向にさらに
移動させて、前記作業チャンバの容積をさらに低減させ、前記量のガスを前記第４の圧力
から、前記第４の圧力よりも高い第５の圧力にさらに圧縮することを含む、請求項８に記
載の方法。
【請求項１３】
　前記加圧液圧流体は、液圧ポンプの高圧側により提供される、請求項８に記載の方法。
【請求項１４】
　前記加圧液圧流体は、液圧モータの高圧側により提供される、請求項８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]関連出願の相互参照
　本願は、「液圧作動システムの効率を最適化するシステム及び方法」という名称の２０
０９年１２月２４日に出願された米国仮特許出願第６１／２９０，１０７号の優先権及び
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利益を主張するものであり、この仮特許出願の開示は参照により本明細書に援用される。
【０００２】
　[0002]本発明は、一般的には、例えば、圧縮空気エネルギー貯蔵システムの効率を最適
化するシステム及び方法を使用してエネルギーを貯蔵する際に使用される、液圧作動シス
テムのエネルギー効率を最適化するシステム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　[0003]従来、発電所は、ピーク電力需要に対応するようなサイズであった。さらに、発
電所のサイズは、最大電力出力、最小電力出力、及び燃料を最も効率的に電気に変換する
中間電力出力範囲を考慮しなければならない。発電所は、いかに素早く始動し停止するこ
とができるかに関しても制約を受け、発電所を完全に停止させることは一般に実現不可能
である。電力出力制約並びに始動及び停止制約の組み合わせは、変動する電力需要を最適
に満たす発電所の能力を制限する。これらの制約は、いくつかある欠点の中でも特に、温
室効果ガスの放出の増大、全体的な消費燃料の増大、及び／又は潜在的な操業コストの増
大に繋がり得る。エネルギー貯蔵システムを用いての発電所の増強は、後で使用するため
に蓄電する能力を生み出すことができ、それにより、発電所は、これらの欠点を最小に抑
えるように、変動する消費需要を満たすことが可能になり得る。
【０００４】
　[0004]エネルギー貯蔵システムは、発電所の全体的な操業コスト、信頼性、及び／又は
放出プロファイルを向上させ得る。しかし、既存のエネルギー貯蔵技術には欠点がある。
例として、電池、フライホィール、コンデンサ、及び燃料電池は、高速応答時間を提供し
得、一時的な停電の補償に役立ち得るが、限られたエネルギー貯蔵能力を有し、実施にコ
ストがかかり得る。揚水発電システム等の他のより大容量のシステムの設置は、すべての
場所で利用できるわけではない特定の地形を必要とする。
【０００５】
　[0005]いくつかの風力発電地帯等の断続発電地帯は、送電容量を超える容量を有し得る
。適したエネルギー貯蔵システムがなければ、そのような断続発電地帯は、フル稼働する
ことができないことがある。断続発電地帯が、送電し得るよりも高い率でエネルギーを生
成可能な場合、エネルギーを貯蔵するようなサイズであり得る貯蔵システムから恩恵を受
け得ることを本出願人は理解した。貯蔵されたエネルギーは、断続地帯による発電が送電
線容量よりも低い場合に、送電線を通して解放し得る。
【０００６】
　[0006]建物、町、商業施設、軍施設等の電力消費地帯は、定期的に送電能力を超える消
費を有し得る。適したエネルギー貯蔵システムがなければ、そのような電力消費者は好ま
しいレベルで操業することが不可能になり得る。送電により制約を受ける消費地帯が、送
電し得るよりも低い率でエネルギーを消費している場合、エネルギーを貯蔵するようなサ
イズであり得る貯蔵システムから恩恵を受け得ること、及びすぐには消費されない送電エ
ネルギーを貯蔵し得ることを本出願人は理解した。貯蔵されたエネルギーは、消費者の消
費電力が送電線容量よりも高い場合に消費者に解放し得る。
【０００７】
　[0007]圧縮空気エネルギー貯蔵システム（ＣＡＥＳ）は、圧縮空気の形態でエネルギー
を貯蔵する、使用が限られた別の既知の種類のシステムである。ＣＡＥＳシステムは、電
気需要が低い場合、通常、夜間に圧縮空気の形態でエネルギーを貯蔵し、次に、需要が高
い場合、通常、日中にエネルギーを解放するために使用し得る。そのようなシステムは、
多くの場合は一定速度で動作して、貯蔵のために空気を圧縮する圧縮機を含む。圧縮機と
は別に、タービンが通常、圧縮空気を膨張させて発電するために使用される。しかし、タ
ービンでは多くの場合、圧縮空気を、約３５気圧等の比較的一定の圧力で提供する必要が
ある。追加又は代替として、３５気圧よりも高い圧力の空気を、タービン内での膨張前に
調整する必要があり得、損失を生じさせ、この損失はシステムの効率を低減させ、及び／
又は貯蔵構造が対応し得るエネルギー密度を低減させる。加えて、タービンを通して膨張
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した空気の単位当たりで生成される電気エネルギーを増大させるために、そのようなシス
テム内の圧縮空気は多くの場合、膨張前に、化石燃料を燃やすことにより高温（例えば、
１０００Ｃ）まで事前に加熱され、これは、システムからのエネルギーのコストを増大さ
せるとともに、エネルギー貯蔵に関連する放出を生み出す。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　[0008]圧縮空気としてエネルギーを貯蔵する既知のＣＡＥＳ型システムは、多段階圧縮
機を有し、多段階圧縮機は、圧縮段階間の空気を冷却する中間冷却器及び／又は圧縮後の
空気を冷却する後置冷却器を含み得る。しかし、そのようなシステムでは、空気はなお、
冷却前、各圧縮段階中にかなりの温度に達し得、システムに非効率性をもたらす。したが
って、効率を改良したＣＡＥＳ型システムを提供する必要がある。
【０００９】
　[0009]ＣＡＥＳシステムは、液圧ポンプ等の構成要素を含む液圧構成要素で構成される
液圧駆動システムを使用して実施し得る。したがって、圧縮空気エネルギー貯蔵システム
の高効率出力を得るシステム及び方法又はそのようなシステムの動作に使用される液圧ポ
ンプ内の液圧流体の圧力及び／又は流量を調整又は変更することができる制御及び動作モ
ードを含むガスの圧縮及び／又は膨張に使用される他のシステムも必要とされる。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　[0010]液圧作動装置／システムを効率的に動作させるシステム及び方法が、本明細書に
記載される。例えば、ガス圧縮・膨張エネルギー貯蔵システムを効率的に動作させるシス
テム及び方法が、本明細書に記載される。例えば、ガス圧縮及び／又は膨張エネルギーシ
ステム等の液圧作動装置／システム内で使用される液圧ポンプ／モータを、システムのサ
イクル全体を通してポンプの最大効率範囲内で制御し動作させるシステム及び方法が提供
される。そのようなシステムでは、異なる様々な動作体制を、圧縮ガスの所望の出力ガス
圧及び所望の貯蔵圧に応じて使用することができる。システム内の作業ピストンの駆動に
使用される液圧シリンダは、選択的に作動させることができ、及び／又は可変力出力を達
成して、所与のサイクルにわたりシステム内でガス圧を増分的に増大させるように作動さ
せることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施形態による空気圧縮・膨張エネルギーシステムの概略図である。
【図２Ａ】一実施形態による、圧縮サイクル中のエネルギーの流れを示す空気圧縮・膨張
エネルギーシステムの概略図である。
【図２Ｂ】一実施形態による、膨張サイクル中のエネルギーの流れを示す空気圧縮・膨張
エネルギーシステムの概略図である。
【図３】空気圧縮・膨張システムの一実施形態の一段階を示す。
【図４】圧力容器内で使用することができる仕切りの実施形態を示す。
【図５Ａ】空気圧縮・膨張システムの別の実施形態の一部の概略図である。
【図５Ｂ】システムコントローラと、液圧ポンプとを示す、図５Ａの空気圧縮・膨張シス
テムの一部の概略図である。
【図６Ａ】図５の空気圧縮・膨張システムのアクチュエータの一部の概略図である。
【図６Ｂ】図５の空気圧縮・膨張システムのアクチュエータの一部の概略図である。
【図６Ｃ】図５のシステムのアクチュエータの一部の側面図である。
【図６Ｄ】図６Ｃの線６Ｄ－６Ｄに沿った断面図である。
【図６Ｅ】図６Ｃの線６Ｅ－６Ｅに沿った端面図である。
【図６Ｆ】図６Ｃの線６Ｆ－６Ｆに沿った断面図である。
【図７】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図８】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
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【図９】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１０】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１１】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１２】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１３】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１４】実施形態による図５のシステムを用いた空気圧縮プロセスを示す。
【図１５】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図１６】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図１７】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図１８】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図１９】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図２０】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図２１】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図２２】実施形態による図５のシステムを用いた空気膨張プロセスを示す。
【図２３】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２４】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２５】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２６】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２７】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２８】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図２９】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３０】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３１】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３２】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３３】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３４】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３５】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３６】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３７】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３８】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図３９】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４０】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
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【図４１】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４２】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４３】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４４】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４５】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４６】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４７】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４８】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図４９】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図５０】実施形態による圧縮・膨張システムの動作及び出力に関連する様々なパラメー
タを示すグラフ例である。
【図５１Ａ】実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【図５１Ｂ】アクチュエータの異なるギアを示す図５１Ａのアクチュエータの複数の概略
図を含む。
【図５１Ｃ】アクチュエータの異なるギアを示す図５１Ａのアクチュエータの複数の概略
図を含む。
【図５１Ｄ】図５１Ｂ及び図５１Ｃに示される複数の異なるギアの実施に関連する様々な
パラメータを示す表である。
【図５２Ａ】別の実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【図５２Ｂ】アクチュエータの異なるギアを示す図５２Ａのアクチュエータの複数の概略
図を含む。
【図５２Ｃ】アクチュエータの異なるギアを示す図５２Ａのアクチュエータの複数の概略
図を含む。
【図５３】別の実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【図５４Ａ】第１の構成で示される別の実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【図５４Ｂ】第２の構成で示される図５４Ａのアクチュエータの概略図である。
【図５５】別の実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【図５６】別の実施形態によるアクチュエータの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　[0036]ガス圧縮及び／又は膨張システムを効率的に動作させるシステム及び方法が、本
明細書に開示される。ガス膨張及び／又は膨張システムは、１つ又は複数の液圧ポンプ／
モータを使用して、システム内でガス及び液体を移動させる（又はガス及び液体により移
動する）ことができ、システムの動作サイクル又は行程中、連続又は略連続して最も効率
的な体制で液圧ポンプ／モータを動作させるシステム及び方法が、本明細書に記載される
。液圧ポンプは、例えば、他のパラメータの中でも特に、流量及び圧力の関数として変更
可能な効率的な動作範囲を有することができる。液圧ポンプ／モータを動作させるシステ
ム及び方法が提供されて、液圧ポンプ／モータが、ガス圧縮及び／膨張システムの行程又
はサイクル全体を通して最適な効率で機能できるようにする。
【００１３】
　[0037]本明細書に記載のように、いくつかの実施形態では、液圧ポンプ／モータを使用
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して、ガス圧縮及び／又は膨張システム内の作業ピストンを駆動（又は作業ピストンによ
り駆動）することができ、ガス圧縮及び／又は膨張システムでは、作業ピストンは、作業
チャンバ内に含まれるガスに対して作用（又はガスにより作用）して、直接又は作業ピス
トンと作業チャンバ内のガスとの間に配置される液体を通して間接的にガスを圧縮又は膨
張させることができる。作業ピストンに加えられる液圧負荷は、システムの所与のサイク
ル中に変更可能である。例えば、液圧流体圧を液圧ポンプ／モータ内の異なる液圧ピスト
ン及び／又はピストンの異なる表面に加えることにより、液圧アクチュエータの正味作業
表面積と作業チャンバ内のガスに対して作用する作業ピストンの作業表面積との比率を変
更することができ、したがって、液圧流体圧と作業チャンバ内のガス圧との比率を、シス
テムの所与のサイクル又は行程中に変更させることができる。加えて、作業ピストン／作
業チャンバの数及び液圧シリンダの数も、所与のサイクル内のピストン面積比率変更の数
と同様に変更することができる。本明細書で使用される場合、「ピストン」という用語は
円形断面のピストンに限定されず、三角形、矩形、又は他の多面形状の断面を有するピス
トンを含むこともできる。
【００１４】
　[0038]本明細書に記載のガス圧縮及び／又は膨張システムは、圧縮及び／又は膨張の１
つ又は複数の段階を含むことができる。例えば、システムは、１段階圧縮／膨張装置、２
段階圧縮／膨張装置、３段階圧縮／膨張装置等を含むことができる。本明細書に記載のよ
うに、システムは、特定の実施形態を参照して以下に詳細に後述するように、所与の段階
内に「ギアシフト」又は「ギア変更」を含むこともできる。本明細書で使用される場合、
「ギア変更」又は「ギアシフト」という用語は、アクティブな液圧アクチュエータチャン
バ内の液圧流体の圧力と、液圧アクチュエータにより作動する（又は液圧アクチュエータ
を作動させる）作業チャンバ内のガスの圧力との比率の変更を記述するために使用され、
これは本質的に、作業ピストンの加圧表面積と、作業ピストンを作動させる液圧ピストン
の加圧表面積の正味面積との比率である。本明細書で使用される場合、「ギア」という用
語は、液圧アクチュエータが所与の時間期間に特定のピストン面積比率（例えば、液圧ア
クチュエータの正味作業表面積と、作業チャンバ内のガスに作用するか、又はガスにより
作用される作業ピストンの作業表面積との比率）を有する状態を指すことができる。
【００１５】
　[0039]いくつかの実施形態では、本明細書に記載の液圧アクチュエータは、例えば、送
水ポンプ／モータ内の作業ピストンを駆動するか、又は作業ピストンにより駆動されて、
作業チャンバ内に含まれる空気等のガスの圧縮及び／又は膨張に使用される圧力容器の作
業チャンバの内外に水（又は他の液体）を移動させるために使用することができる。本明
細書に記載のように、アクチュエータは、アクチュエータのサイクル又は行程中に「ギア
シフト」又は「ギア変更」（上述）を含むこともできる。いくつかの実施形態では、本明
細書に記載のアクチュエータは、圧縮及び／又は膨張装置内に配置された作業ピストンを
駆動するか、又は作業ピストンにより駆動されるために使用することができる。例えば、
いくつかのそのような実施形態では、作業ピストンを駆動させて、作業チャンバ内の１つ
又は複数の流体を圧縮させることができる。本明細書で使用される場合、「流体」は液体
、ガス、蒸気、懸濁、エアロゾル、又はこれらの任意の組み合わせを意味することができ
る。送水ポンプ／モータ並びに／又は圧縮及び／若しくは膨張装置を駆動し、又はこれ（
ら）により駆動されるアクチュエータの特定の実施形態が本明細書に記載されるが、アク
チュエータの様々な実施形態及び構成を、送水ポンプ、圧縮・膨張装置、圧縮装置、膨張
装置、作業ピストンを使用して流体を移動させる他の任意の装置、及び／又は原動力を加
えることができるか、又は原動力を提供する任意の装置内の作業ピストンを駆動又は作業
ピストンにより駆動されるために使用可能なことを理解されたい。
【００１６】
　[0040]いくつかの実施形態では、本明細書に記載の装置及びシステムは、圧縮機のみと
して使用するように構成することができる。例えば、いくつかの実施形態では、本明細書
に記載の圧縮装置は、天然ガスパイプラインの圧縮機、天然ガス貯蔵圧縮機、又はガスの
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圧縮を必要とする他の任意の産業用途の圧縮機として使用することができる。別の例では
、本明細書に記載の圧縮装置は、二酸化炭素の圧縮に使用することができる。例えば、二
酸化炭素は、石油増進回収に使用されるプロセスで圧縮することができる。別の例では、
本明細書に記載の圧縮装置は、空気の圧縮に使用することができる。例えば、圧縮空気は
、他の用途の中でも特に、清掃用途、原動用途、換気用途、空気分離用途、冷却用途を含
み得る多くの用途で使用することができる。
【００１７】
　[0041]いくつかの実施形態では、本明細書に記載の装置及びシステムは、膨張装置のみ
として使用されるように構成することができる。例えば、本明細書に記載の膨張装置は発
電に使用することができる。いくつかの実施形態では、本明細書に記載の膨張装置は、天
然ガス伝送・分配システムに使用することができる。例えば、高圧（例えば、５００ｐｓ
ｉ）伝送システムと低圧（例えば、５０ｐｓｉ）分配システムとの交点で、エネルギーを
解放することができ、そこで、圧力は高圧から低圧に下げられる。本明細書に記載の膨張
装置は、圧力低下を使用して発電することができる。
【００１８】
　[0042]いくつかの実施形態では、本明細書に記載の圧縮及び／又は膨張装置は、空気分
離ユニットに使用することができる。一用途例では、空気分離器において、圧縮及び／又
は膨張装置をガス液化プロセスに使用することができる。例えば、空気を液化するまで圧
縮することができ、空気の様々な成分を沸点の違いに基づいて分離することができる。別
の用途例では、圧縮及び／又は膨張装置は、製鋼所内の同じ場所に配置された空気分離器
内で使用することでき、製鋼所では、空気のその他の成分から分離された酸素が、溶鉱炉
に加えられて、燃焼温度を増大させる。
【００１９】
　[0043]圧縮及び／又は膨張システムは、異なる様々な構成を有することができ、圧縮／
膨張装置内の空気を圧縮／膨張させるために使用される１つ又は複数のアクチュエータを
含むことができる。いくつかの実施形態では、アクチュエータは、１つ又は複数のポンプ
／モータシステム、例えば、システム内の様々な送水ポンプ／モータと圧力容器との間で
１つ又は複数の流体を移動させるか、又は流体により移動するために使用することができ
る１つ又は複数の液圧ポンプ／モータ等を含むことができる。参照により本明細書に援用
される「圧縮及び／又は膨張装置」（本明細書ではまとめて「圧縮及び／又は膨張装置用
途」と呼ばれる）という名称の２００９年５月２２日に出願された米国仮特許出願第６１
／２１６，９４２号と、それぞれが２０１０年５月２１日に出願された米国特許出願第１
２／７８５，０８６号、同第１２／７８５，０９３号、及び同第１２／７８５，１００号
とは、本明細書に記載のシステム及び方法を利用可能な様々なエネルギー圧縮及び／又は
膨張システムを記載している。
【００２０】
　[0044]背景として、図１は、エネルギーシステム１００の実施形態の概略図であり、こ
の実施形態では、圧縮／膨張装置をエネルギーの貯蔵及び以前に貯蔵されたエネルギーの
解放の両方に使用し得る。図１に示されるように、複数の風力タービン１０４を含む風力
発電地帯１０２を使用して、風力エネルギーを取り入れ、電気エネルギーに変換して、モ
ータ／発電機１１０に輸送し得る。システム１００を、風力発電地帯以外の電気源、例え
ば、配電網又は太陽電力源等と併用してもよいことを理解されたい。モータ／発電機１１
０は、風力タービン又は他の源から入力された電力を機械力に変換する。次に、機械力を
使用して、液圧ポンプ／モータ１１１を駆動することができる。そして、液圧ポンプ／モ
ータは入力された機械力を液圧力に変換し、液圧力を使用して、圧縮／膨張装置１２０に
接続された液圧アクチュエータ１１２を駆動することができる。
【００２１】
　[0045]エネルギーは、圧縮ガスの形態でシステム１００内に貯蔵することができ、圧縮
ガスは後の期間に膨張させて、以前に貯蔵されたエネルギーにアクセスすることができる
。風力発電地帯１０２により生成されたエネルギーを貯蔵するために、液圧アクチュエー
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タ１１２は、作業チャンバの容積を変更することができ（例えば、シリンダ内でピストン
を移動させることにより）、及び／又は液体を作業チャンバ内に導入させて、作業チャン
バ内でガスに利用できる容積を低減することができるため。容積の低減により、ガスが圧
縮される。このプロセス中、熱をガスから除去することができる。圧縮中、ガスは圧縮／
膨張装置１２０の下流の段階に輸送され、最終的に、高圧で圧縮ガス貯蔵構造１２２（本
明細書では「空洞」とも呼ばれる）に輸送される。続く時間、例えば、電力網で電力に対
して比較的高い需要があるとき、又はエネルギー価格が高いときに、圧縮ガスを貯蔵構造
１２２から伝達させ、圧縮／膨張装置１２０を通して膨張させ得る。圧縮ガスの膨張によ
り、液圧アクチュエータ１１２が駆動され、そして液圧アクチュエータ１１２は、液圧力
により液圧ポンプ／モータ１１１を駆動して機械力を生成し、そして機械力はモータ／発
電機１１０を駆動して発電し、電力網１２４に送る。比較的低温の熱（例えば、約１０℃
～約９０℃等）を、膨張中にガスに加えて、膨張プロセス中に単位質量当たりの空気で生
成されるエネルギーを増大させ得る。比較的高温の熱（例えば、約９０℃を超える）を膨
張中に加えて、膨張プロセス中に単位質量当たりの空気で生成されるエネルギーを増大さ
せ得る。
【００２２】
　[0046]図２Ａは、一動作状況例での図１のシステム１００と同様の多段階システム２０
０を通るエネルギーの流れの概略図である。ガス、この例では空気が、貯蔵のために圧縮
されている。上述したように、例えば、風力発電地帯からの電力を使用して、モータ／発
電機２１０を駆動して機械力を生成し、そして機械力は液圧ポンプ／モータ２１１を駆動
して液圧力を生成し、そして液圧力はアクチュエータ２１２を駆動する。アクチュエータ
２１２は、低減させる空気を含むために利用できる作業チャンバの容積を低減させ、それ
により空気を圧縮する。
【００２３】
　[0047]図２Ａに示されるように、多段階圧縮／膨張装置２２０は、圧縮／膨張装置２２
０の第１の段階で周囲空気を受け取ることができる。いくつかの実施形態では、周囲空気
は任意選択的に、事前圧縮機２１５内で処理されてから、圧縮／膨張装置２２０の第１の
段階に提供することができる。圧縮中、多段階圧縮／膨張装置２２０の作業チャンバ内に
存在する液体を介して、熱エネルギーを除去して、圧縮中の空気を比較的一定の温度に保
つことができる。熱エネルギーは、液体及び圧縮／膨張装置２２０から、例えば、熱交換
器を介して、例えば、ヒートシンクに移すことができる。空気は、一実施形態によれば、
例えば、第１、第２、及び第３の各段階で約１５０ｐｓｉ、１，０００ｐｓｉ、及び３，
０００ｐｓｉの各圧力を達成してから、約３，０００ｐｓｉの圧力で貯蔵構造２２２に輸
送し得る。圧縮／膨張装置２２０に提供され、最初に圧縮され冷却された後、空気の温度
は、貯蔵構造２２２に排出されるまで、比較的一定、例えば、約５℃、１０℃、２０℃、
３０℃、又は所望であり得る他の温度等に保たれる。貯蔵構造２２２に貯蔵された空気は
、貯蔵構造２２２が自然により高い（又はより低い）温度である場合、伝導及び対流によ
る伝熱を通して自然に加熱（又は冷却）され得る。例えば、場合によっては、貯蔵構造は
地下構造、例えば、岩塩ドームに作られた岩塩空洞等であり得る。図２Ａがシステムの一
実施形態の一動作状況を示し、他の動作状況も存在し、他のシステム実施形態も意図され
ることを理解されたい。
【００２４】
　[0048]図２Ｂは、空気が貯蔵からエネルギー生成のために伝達する際の一動作状況での
図２Ａのシステム２００を通るエネルギーの流れの概略図である。一動作状況例では、貯
蔵構造２２２内の空気は約３０００ｐｓｉであることができ、圧縮／膨張装置の第３、第
２、及び第１の段階を通して、例えば、約１０００ｐｓｉ、１５０ｐｓｉ、及び０ｐｓｉ
のそれぞれの圧力まで膨張させることができる。第３、第２、及び第１の各段階での膨張
前及び／又は膨張中に熱を空気に加えて、膨張プロセス全体にわたり、空気温度を約３５
℃又は他の温度等の略一定の温度に保ち得る。膨張中の空気の全体的な温度変化は、比較
的小さい容積の圧力容器内で膨張し、かなりの伝熱表面に接触する比較的大量の空気によ
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り制限し得ることを理解されたい。空気温度が実質的に、３５℃よりも高い温度等に増大
するように、熱を空気に加えることが望ましい場合があり得ることを理解されたい。圧縮
／膨張装置２２０は機械力を生成し、機械力は液圧アクチュエータ２１２により液圧力に
変換され、液圧力は液圧ポンプ／モータ２１１に加えられ、そして液圧ポンプ／モータ２
１１は液圧力を機械力に変換する。機械力はモータ／発電機２１０に与えられ、モータ／
発電機２１０は機械力を電力に変換する。液圧アクチュエータ以外のアクチュエータを代
替として使用可能なことを理解されたい。発電する別の源として、膨張空気が圧縮／膨張
装置２２０の第１の段階を出る際、空気を任意選択的に空気タービン２１７に提供するこ
とができ、空気タービン２１７は空気を機械力に変換することができる。機械力はモータ
／発電機２１９に与えることができ、モータ／発電機２１９は機械力を電力に変換する。
【００２５】
　[0049]図３は、圧縮／膨張装置３２０と、アクチュエータ３１２とを含む圧縮空気貯蔵
システム３００の一部を示す。圧縮／膨張装置３２０は、圧縮空気貯蔵システムの一段階
を示す。圧縮／膨張装置３２０は、第１の圧力容器３２４と、第２の圧力容器３２６とを
含む。第１及び第２の圧力容器３２４、３２６のそれぞれは、導管又は筐体３２８及び３
３０のそれぞれによりアクチュエータ３１２に流体的に結合される。アクチュエータ３１
２は、液圧駆動ピストン３３２を含む送水ポンプを含むことができる。ピストン３３２は
、筐体又は槽３４０内に配置され、１つ又は複数の液圧ポンプ（図３に示さず）を用いて
駆動して、第１の圧力容器３２４の導管３２８に近づくように、そして離れるように移動
させ、第１の圧力容器３２４の内部空気容量を交互に低減させ、次に増大させる（第２の
圧力容器３２６内の空気容量を等量であるが、逆に増大させ、そして低減させる）。第１
及び第２の圧力容器３２４、３２６のそれぞれには、水等の液体が少なくとも部分的に充
填され、液体はアクチュエータ３１２により移動して、圧縮モードで動作する場合には、
第１及び第２の圧力容器３２４、３２６のそれぞれの容積から空気を交互に圧縮して駆動
し、又は膨張モードで動作する場合には、第１及び第２の圧力容器３２４、３２６のいず
れかで受けられた圧縮空気により移動する。
【００２６】
　[0050]各圧力容器３２４、３２６は、ガスを圧縮し、及び／又は膨張させる作業チャン
バを画定すると見なすことができる。作業チャンバは、圧力容器の容積により画定される
容積を有する。作業チャンバは、ガスを含むことができるこの容積の部分と、液体を含む
部分とを有し、ガスを含む容積の部分は、作業チャンバの全容積から、液体を含む部分の
容積を引いたものに等しい。液体をポンプシリンダから圧力容器内に促す送水ポンプの動
作により、ガスを含むことができる作業チャンバの部分の容積が低減し、したがって、そ
の部分に含まれているガスを圧縮する（例えば、圧縮サイクル中）。同様に、液体を圧力
容器から送水ポンプに移す送水ポンプの動作により、ガスを含むことができる作業チャン
バの部分の容積を増大させることができ、ガスを膨張させる。又は、作業チャンバは、圧
力容器と、圧力容器と流通する送水ポンプの部分（すなわち、作業ピストンの片側）と、
圧力容器と送水ポンプとを接続する任意の導管又は他の容積とにより画定されるものとみ
なすことができる。そのように画定される場合、作業チャンバは可変容積を有し、容積は
作業ピストンの移動により変更可能である。可変容積の部分は液体（例えば、水）で占め
ることができ、その一方で、残りの部分はガス（例えば、空気）で占めることができる。
作業チャンバ内に含まれるガスの圧力は、作業チャンバ内に含まれる任意の液体の圧力及
び作業ピストンの対応する側又は面に対して作用する圧力に本質的に等しい。
【００２７】
　[0051]圧縮／膨張装置３２０は、第１及び第２の圧力容器３２４、３２６の内部内に位
置決めすることができるフィン、仕切り、及び／又はトレイ３３４を含むこともできる。
仕切り３３４は、空気に直接又は間接的に接触する圧力容器内の全体面積を増大させるこ
とができ、それにより、伝熱を向上させることができる。仕切り３３４は、圧力容器の外
側構造並びに全体的な形状及びサイズを、圧力制限及び／又は輸送サイズ制限等の他の考
慮事項に向けて最適化させることが可能でありながら、圧縮中の空気と、膨張中の空気と
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の両方に伝熱面積の増大を提供することができる（空気／液体界面面積又は空気／仕切り
界面のいずれかを通して）。
【００２８】
　[0052]この実施形態では、仕切り３３４は第１及び第２の圧力容器３２４、３２６内に
積み重ね構造で配置される。各仕切り３３４は空気ポケットを保持するように構成するこ
とができる。例示的な一実施形態では、各仕切り３３４は、上壁と、圧力容器の内壁に形
状が一致し、圧力容器の内壁にサイズが実質的に一致し得る下向きに延びる側壁と、開放
底部とを含むことができる。各仕切り３３４の開放底部は、圧力容器が動作用に向けられ
た場合、共通する実質的に下向きの方向に面する。図は、圧力容器３２４、３２６の内部
とサイズ及び形状が一致し、一般に互いに同様の形状の仕切りを示すが、他の構成の中で
も特に、圧力容器の内部よりもはるかに小さな幅であり、及び／又は互いに異なる形状及
びサイズの仕切りを含む実施形態を含め、他の構成も可能であり、意図されることを理解
されたい。例えば、米国仮特許出願第６１／２１６，９４２号に図示され記載される仕切
り及び上記参照により本明細書に援用される圧縮及び／又は膨張装置出願等の様々な他の
形状及び構成の仕切りを使用することもできる。図４は、使用可能な仕切りの別の代替の
実施形態を示す。仕切りが、熱交換に利用できる面積を増大させるとともに、仕切りと空
気との近接性を最大化するフィン構造（ピン又はロッドのアレイ及び他の多孔性構造）を
含み、空気ポケットを保持しない仕切りが意図されることも理解されたい。いくつかの実
施形態では、仕切りは、水の膜をサポートする構造であり得る。いくつかの実施形態では
、間に空の空間を有する仕切りではなく、ピン又はロッドのアレイ、不定形構造、多孔性
構造等の中間構造を間に有することができる。
【００２９】
　[0053]図３に示されるように、マニフォルド３３６が、積み重なった仕切り３３４を通
して中央に延びることができ、各仕切り３３４を圧力容器３２４、３２６の流入／流出口
３３８に流体的に結合することができる。他の実施形態では、マニフォルドは複数の管を
含んでもよく、及び／又は積み重なった仕切りの周縁又は他の位置に配置してもよい。空
気は、流入／流出口３３８を通って圧力容器３２４、３２６に流入及び／又は流出し、各
仕切り３３４に関連付けられた空気ポケット間で流通するための導管を提供することがで
きる。仕切りが空気ポケットを保持しない実施形態等の他の実施形態では、マニフォルド
を含まなくてもよい。
【００３０】
　[0054]上述したように、熱は、圧力容器内の液体（例えば、水）により圧縮され及び／
又は膨張する空気から伝えることができ、及び／又はそのような空気に伝えることができ
る。空気／液体界面又は空気／仕切り界面（例えば、部分的に上述した仕切りにより提供
される）は、圧縮及び／又は膨張プロセス中に圧力容器内で移動し得、及び／又は形状を
変更させ得る。この移動及び／又は形状変更は、圧縮／膨張装置に伝熱面を提供し得、伝
熱面は、圧力容器の内部領域の形状変化に対応することができ、伝熱面を通して、圧縮及
び／又は膨張中に伝熱することができる。いくつかの実施形態では、液体により、圧縮後
に圧力容器内に残っている空気容量を略なくすか、又は完全になくす（すなわち、隙間容
積なし）ことができる。
【００３１】
　[0055]液体（水等）は、ガス（空気等）と比較して相対的に高い熱容量を有することが
でき、したがって、ガスから液体への熱エネルギーの伝導は、ガスの温度上昇を大幅に低
減するが、液体の温度はわずかに増大するだけである。これにより、大きな温度変化から
システムを緩衝することができる。ガス及び液体と容器自体の構成要素との間で伝導する
熱は、液体又は容器の構成要素に接触した１つ又は複数の熱交換器を通して圧力容器から
、又は圧力容器に移動し得る。これを達成するために使用可能な熱交換器の一種は、さら
に詳細に後述するように、ヒートパイプである。
【００３２】
　[0056]したがって、圧力容器内の液体は、圧縮された空気から（又は膨張した空気へ）
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の伝熱に使用することができるとともに、熱交換器と組み合わせて動作して、熱を外部環
境に（又は外部環境から）伝導することもできる。例として、図３に示されるように、圧
力容器３２４及び３２６の壁を通って延びるヒートパイプ３４２の円形アレイを含む熱交
換器は、容器内の液体と外部環境との両方に接触することができる。ヒートパイプ３４２
は、圧力容器の液体との伝熱に使用可能な熱交換器の種類の単なる一実施形態例である。
他の種類の熱交換器及び他のヒートパイプ構成を代替として使用可能なことを理解された
い。例えば、他の熱管理装置、例えば、フィン、ピン、対流誘導形状、及び／又は渦誘導
形状等を使用することができる（代替又は追加として）。
【００３３】
　[0057]図３の実施形態は、空気圧縮・貯蔵システム内で使用可能な圧力容器及びアクチ
ュエータの構成の一例である。他の構成も可能であり、意図されることを理解されたい。
例として、アクチュエータは、垂直に向けられた１つの二重に動作するピストンを含むも
のとして示されるが、他の実施形態は、水平に向けられたピストン及び／又は複数の液圧
ピストンを含むアクチュエータを有する筐体を含み得、ピストンは並列に動作して、圧力
容器内の流体を移動させる。いくつかの実施形態によれば、アクチュエータは、ピストン
を全く含まなくてもよく、その代わり、流体を圧力容器内外に移動させるポンプを備え得
る。追加又は代替として、いくつかの実施形態によれば、複数のポンプ及び／又はピスト
ンを並列に使用して、流体を圧力容器内外に移動させることができる。さらに、システム
の実施形態は図示される実施形態に限定されないため、他の実施形態によれば、液圧ピス
トン等のアクチュエータは、システムのモータ／発電機に直接の機械的接続を有してもよ
い。
【００３４】
　[0058]図５Ａ～図１８は、２段階エネルギー圧縮・膨張システム４００の例を示す。図
５Ａは、システム４００の一部の概略図である。段階１は、アクチュエータ４１２と流通
して接続された一対の圧力容器４２４、４２６を含む。例えば、様々な種類の導管又は筐
体（図５Ａに示されるような）を使用して、アクチュエータ４１２の様々な構成要素を圧
力容器に流体的に結合することができる。圧力容器４２４、４２６のそれぞれは、前の実
施形態について上述したように、仕切り又はトレイ（図５Ａに示さず）を含むことができ
る。アクチュエータ４１２は、後述するように、液圧アクチュエータ又はシリンダにより
駆動される送水ポンプを含む。図５Ａに示されるように、アクチュエータ４１２は送水ポ
ンプ４４４Ａ、４４４Ｂ、及び４４６を含む。この実施形態では、送水ポンプ４４４Ａ及
び４４４Ｂは２つの部分で構築されて、ポンピング機器の高さを低減し、この実施形態で
は、送水ポンプ４４４Ａ及び４４４Ｂは１つのポンプとして共に動作する。送水ポンプ４
４４Ａ、４４４Ｂ、及び４４６のそれぞれは、一対の液圧シリンダを用いて液圧駆動され
る送水ピストン又は作業ピストンを含む。送水ポンプ４４４Ａは液圧シリンダ４５２及び
４５４に結合され、それらのシリンダにより駆動され、送水ポンプ４４４Ｂは液圧シリン
ダ４５６及び４５８に結合され、それらのシリンダにより駆動され、送水ポンプ４４６は
液圧シリンダ４４８及び４５０に結合され、それらのシリンダにより駆動される。共通の
駆動ロッドが、水ピストンを各液圧シリンダに結合する。段階１の液圧シリンダはすべて
、図５Ｂに示されるように、第１の高効率液圧ポンプ４１４により制御することができる
。液圧ポンプ／モータ、例えば、Artemis Intelligent Power Ltd.製のArtemis Digital 
Displacement液圧ポンプ等を使用することができる。使用可能な液圧ポンプの他の例は、
「デジタル流体ポンプ」という名称の米国特許第７，００１，１５８号及び「流体作業機
械」という名称の米国特許第５，２５９，７３８号に記載されており、これらを参照によ
り本明細書に援用する。
【００３５】
　[0059]図５Ｂに示されるように、システムコントローラ又は液圧コントローラ４１６を
使用して、液圧ポンプ／モータ４１４を動作させ制御することができる。液圧ポンプ／モ
ータ４１４は、システムの様々な送水ポンプ（又は作業アクチュエータ）に関連付けられ
た液圧シリンダの各端部に接続することができる。弁が、液圧シリンダの各端部（すなわ
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ち、各液圧チャンバ）と液圧ポンプとの間に結合され、例えば、液圧コントローラ４１６
の制御下で選択的に開閉して、液圧ポンプ４１４の出力と各液圧シリンダの各液圧チャン
バとを流体的に結合又は流体的に分離し、特定の液圧シリンダ、より詳細には特定の液圧
シリンダ内の液圧ピストンの特定の側（例えば、より詳細に後述するように、ブラインド
側及び／又はロッド側）を選択的に作動させることができる。各弁は、図５Ｂでは４１８
で示される。
【００３６】
　[0060]図５Ａに示されるように、システム４００の段階２は、アクチュエータ４１３に
流通して接続された一対の圧力容器４６２及び４６４を含み、アクチュエータ４１３は送
水ポンプ４６６及び４６８を含む。段階１の構成と同様に、各圧力容器４６２及び４６４
は仕切りを含むことができ、各送水ポンプ４６６及び４６８は水ピストンを含み、水ピス
トンは、図５Ａにも示される一対の液圧シリンダにより液圧駆動される（又は、膨張モー
ドでは、液圧シリンダを駆動する）。送水ポンプ４６６は液圧シリンダ４７０及び４７２
に結合され、それらのシリンダにより駆動され、送水ポンプ４６８は液圧シリンダ４７４
及び４７６に結合され、それらのシリンダにより駆動される。段階２の液圧シリンダはす
べて、段階１と同様にして、同じ液圧コントローラ４１６又は第２の液圧コントローラ（
図示せず）を使用して第２の高効率液圧ポンプ／モータ（図示せず）により駆動されるか
、又は第２の高効率液圧ポンプ／モータを駆動することができる。段階２の液圧シリンダ
が、様々な構成の液圧ポンプ／モータにより駆動され、又はそれ（ら）を駆動することが
できること、及びシステム４００が、例えば、１個、２個、３個、４個、又は５個以上の
液圧ポンプ／モータを有し得ることを理解されたい。
【００３７】
　[0061]第１の段階の第１及び第２の圧力容器４２４及び４２６のそれぞれは、導管によ
り第２の段階の圧力容器４６２及び４６４に流体的に結合され、導管は１つ又は複数の弁
（図５Ａに示さず）を含み、対応する圧力容器の容積間の流通を選択的に開閉し得る。段
階１の第１及び第２の圧力容器４２４及び４２６もそれぞれ弁（図示せず）を含むことが
でき、弁は開いて、環境からの空気（例えば、大気圧の）又は任意選択的に大気圧から所
望の圧力、例えば、１～３バールに事前圧縮された空気を受け入れることができる。追加
の弁を段階２の圧力容器と、システムからの圧縮空気を貯蔵し得る貯蔵構造又は空洞（図
示せず）との間に使用することができる。弁は、様々な構成要素を接続する導管に沿った
位置に結合し配置してもよく、又は構成要素に直接結合してもよい。
【００３８】
　[0062]図６Ａは、送水ポンプ４４６を含むアクチュエータ４１２の一部の様々な構成要
素と、対応する液圧シリンダ４４８及び４５０とを概略的に示し、図６Ｂは、液圧シリン
ダ４４８の様々な構成要素を概略的に示す。しかし、システム４００の第１の段階及び第
２の段階の両方の送水ポンプ及び液圧シリンダのそれぞれを、送水ポンプ４４６及び液圧
シリンダ４４８と同様に構築し、同じように機能することができることを理解されたい。
図６Ａに示されるように、送水ポンプ４４６は、液体、例えば、水Ｗ等を含むことができ
る（しかし、他の作業液体を使用することもできる）円筒形水槽又は筐体４８２と、水ピ
ストン又は作業ピストン４７４と、ピストン４７４に結合された駆動ロッド４７６とを含
む。駆動ロッド４７６は、液圧シリンダ４４８及び４５０の液圧駆動ピストン４７８及び
４８０のそれぞれにも結合される。したがって、液圧シリンダ４４８及び４５０を使用し
て、ピストン４７４を筐体４８２内で前後に動作又は駆動させて、内部に含まれる水Ｗを
加圧し移動させることができる。水筐体４８２は、ピストン４７４の各側に１つずつ、２
つの部分に分割される。各部分は、上述した圧力容器（図６Ａに示さず）等の圧力容器に
流通する。上述したように、作業ピストン４７４の各側は、圧力容器内に含まれるガスと
同じ圧力がかかり、それを用いて作業ピストン４７４のその側は、空気を含む作業チャン
バとの境界をなす。
【００３９】
　[0063]図６Ｂは、液圧シリンダ４４８を概略的に示す。図６Ｂに示されるように、液圧
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シリンダ４４８は円筒形筐体４８４を含み、筐体４８４内に、液圧駆動ピストン４７８が
移動可能に配置される。上述したように、駆動ピストン４７８は駆動ロッド４７６に結合
される。より詳細に後述するように、液圧シリンダ４４８の筐体４８４内で、液圧流体Ｈ
ｆを内外に汲み入れ、汲み出すことができる。
【００４０】
　[0064]液圧シリンダ４４８の筐体４８４は内部容積を画定し、内部容積は、駆動ピスト
ン又は液圧ピストン４７８により液圧シリンダの行程中の任意の所与の時間に２つの部分
に分けられる。図６Ｂに示されるように、駆動ピストン４７８の上（すなわち、ピストン
４７８のロッド４７６とは逆の側）の筐体４８４内の内部容積の部分は、本明細書では「
ブラインド側」又は「ボア側」Ｂと呼ばれ、駆動ピストン４７８の下（すなわち、ロッド
４７６と同じ側）に示される筐体４８４内の内部容積の部分は、本明細書ではロッド側Ｒ
と呼ばれる。液圧シリンダを駆動するために、液圧流体Ｈｆを駆動ピストンの片（又は両
）側から各液圧シリンダ内に汲み入れて、システム内で様々な圧力及び流量を達成するこ
とができる。例えば、エネルギーを貯蔵するために空気を圧縮するプロセスの様々なステ
ップにおいて、加圧液圧流体Ｈｆを、所望の出力圧力、流量、及び／又は圧縮サイクル若
しくは膨張サイクルの様々なステップで望まれる力の方向に応じて、筐体４８４のブライ
ンド側Ｂのみ、ロッド側Ｒのみ、又は両側に汲み入れることができる。
【００４１】
　[0065]例えば、送水ポンプ４４６並びに関連付けられた液圧シリンダ４４８及び４５０
を参照すると、筐体４８２内で作業ピストン４７４を移動させて、部分的に作業ピストン
により境界付けられる作業チャンバの容積を変更するには、液圧シリンダ４４８及び４５
０の一方又は両方を所与の時間期間に作動させて、所望の力を提供し、ピストンを移動さ
せることができる。例えば、ピストン４７４を上方に移動させるには、液圧流体を液圧シ
リンダ４５０のブラインド側に汲み入れることもブラインド側及びロッド側の両方に汲み
入れることもでき、又は液圧流体を液圧シリンダ４４８のロッド側に汲み入れることがで
き、又はこれらの任意の組み合わせも可能である。ピストン４７４を下方に移動させるに
は、液圧流体を液圧シリンダ４４８のブラインド側、液圧シリンダ４４８のブラインド側
及びロッド側の両方、液圧シリンダ４５０のロッド側、又はこれらの任意の組み合わせに
汲み入れることができる。これらの各モードでは、液圧流体の圧力を受ける液圧ピストン
の合計面積が異なるため、異なる力を作業ピストン４７４にかける。液圧流体の圧力変更
が、槽加圧の組み合わせの変更と共に働いて、ピストンを移動させる広範囲の力を提供可
能なことを理解されたい。
【００４２】
　[0066]システム４００は、液圧ポンプの所望のエネルギー効率範囲内で動作するように
構成することができる。液圧ポンプの動作圧範囲及び水ピストンの表面積と液圧駆動ピス
トンの表面積との比率（本明細書では「ピストン比率」とも呼ばれる）を使用して、圧縮
プロセスの最適な動作シーケンスを決定することができる。加えて、サイクルの特定の時
点で水ピストンを移動させるために、どの液圧ポンプを作動させるかを変更することによ
り、システム内の圧力をさらに変更することができる。ポンプは、空気ピストン行程とし
て連続して動作することができる圧力及び流れの好ましい範囲を有する。
【００４３】
　[0067]例えば、図６Ｃ～図６Ｆに示されるように、水ピストン４７４は、水ピストンの
両側で同じである表面積ＳＡｗ（すなわち、水ピストン４７４の外周及びロッド４７６の
外周を境界とする環状面積）を有する動作面４９０を有し、液圧駆動ピストン４７８は、
ブラインド側に表面積ＳＡｂ（すなわち、液圧駆動ピストンの外周のみを境界とする円形
表面積）を有する動作面４９２と、ロッド側に表面積ＳＡｒ（すなわち、液圧駆動ピスト
ンの外周及びロッドの外周を境界とする環状面積）を有する動作面４９４とを有する。ピ
ストンの動作表面積は、液圧流体圧により力がかけられるピストンの表面積である。した
がって、液圧シリンダが、加圧液圧流体をブラインド側に通すことにより作動する場合、
液圧ピストンの有効表面積は、同じ圧力がロッド側に伝えられる場合よりも大きい（すな
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わち、ＳＡｂ＞ＳＡｒ）。したがって、所与の液圧流体圧の場合、液圧流体圧がブライン
ド側にかけられる場合、ロッド側にかけられる場合よりも大きな力がロッド４７６にかけ
られる（方向は異なるが）。所与の液圧で、ピストンの両側に液圧流体圧をかけることに
より、さらに異なる量の力を生成することも可能である。再生モードと呼ばれるこの動作
モードでは、正味ピストン面積は、ブラインド側の面積ＳＡｂとロッド側の面積ＳＡｒと
の差に等しい。この正味面積はロッドの断面積に対応し、ＳＡ（ｂ－ｒ）と呼ばれる。
【００４４】
　[0068]いくつかの実施形態では、液圧駆動ピストン４７８及び液圧駆動ピストン４８０
に関連付けられた表面積の組み合わせが加圧されて、ロッド４７６への所望の出力が達成
され、これは、水Ｗの第２の圧力に対応し得る。すると、所与のギアに加圧される有効又
は正味動作表面積Ａｎｅｔは、液圧流体で加圧される液体シリンダ４４８及び４５０の様
々な部分に関連付けられた表面積の和に等しい。表面積の和は、液圧ピストンの表面積Ｓ
Ａｈと呼ぶこともできる。他の実施形態がアクチュエータ４１２内の様々な表面積に伝え
られる液圧流体圧が互いに異なり得る実施形態を含むことを理解されたい。
【００４５】
　[0069]作業ピストン又は水ピストンの表面積ＳＡｗと液圧ピストンの表面積ＳＡｈとの
比率は、サイクルの所与の時点で所望の水圧、ひいてはガス圧を達成するために必要な液
圧を決定付ける。所与の送水ポンプ／液圧シリンダセットで表面積の比率を変更すること
により、液圧が同じレベルの場合、圧縮サイクル内の異なる時点で、様々なレベルの水圧
を達成することができる。特定の水圧（及び／又は空気圧）を達成するために必要な液圧
流体の圧力は、以下のように計算することができる。
　　Ｆｈ（液圧流体の力）＝Ｐｈ（液圧）×ＳＡｈ（ＳＡｒ、又はＳＡｂ、又はＳＡ（ｂ

－ｒ））
　　Ｆｗ（水に加えられる力）＝Ｐｗ（水圧）×ＳＡｗ

　　Ｆｈ＝Ｆｗ

　　Ｐｗ×ＳＡｗ＝Ｐｈ×ＳＡｈ

　　Ｐｗ＝Ｐｈ×（ＳＡｈ／ＳＡｗ）及びＰｈ＝Ｐｗ×（ＳＡｗ／ＳＡｈ）
【００４６】
　[0070]各液圧ポンプの最大及び最小動作圧は、例えば、液圧ポンプが所望のエネルギー
効率以上で動作する動作圧範囲の限度として確立することができる。この圧力範囲を使用
して、液圧ポンプの最大効率範囲内の動作に近づくか、又はそのような動作を達成するよ
うにシステムを動作させるために、圧縮サイクル中の様々な時点で必要なピストン比率（
例えば、（ＳＡｈ／ＳＡｗ））を決定することができる。例えば、最大効率動作圧３００
バールを有する液圧ポンプの場合及び空気（ひいては水）の所望最大出力圧は３０バール
であり、加圧サイクルの終わりで必要とされるピストン比率（すなわち、（ＳＡｗ／ＳＡ

ｈ））は、水圧及び空気圧が３０バールに達する場合、１０：１である。それに対応して
、液圧ポンプが、最小効率動作圧１２０バールを有し、空気がシステムに３バールで入る
場合、加圧サイクルの開始時に必要とされるピストン比率（すなわち、ＳＡｗ／ＳＡｈ）
）は、水圧及び空気圧が３バールである場合、４０：１である。必要とされる送水ポンプ
及び液圧ポンプの数と、様々な送水ポンプ／液圧セットのピストン比率（及び液圧シリン
ダ及び送水ポンプの対応するサイズ）とは、システムが圧縮サイクル全体で所望の効率範
囲内で動作することができる（すなわち、空気を３バールから３０バールに圧縮する）よ
うに決定することができる。システム内の圧力の増分的な増大及びこの出力の達成に使用
することができる異なる様々な動作シーケンスがある。３００バールよりも高い又は低い
最大動作圧及び１２０バールよりも高い又は低い最小動作圧を有する液圧ポンプを使用し
て、この手法を適用することもできることが理解される。
【００４７】
　[0071]圧縮サイクル又は膨張サイクル中の所与の時間で、アクチュエータ４１２は、そ
の時間にアクチュエータ内で加圧されているピストン面積比率に関連付けられた特定の「
状態」又はギアにあるものとして言及される。上述したように、システムが、液圧アクチ
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ュエータ内の液圧流体の圧力と、液圧アクチュエータにより作動する送水ポンプ内の水圧
との比率（すなわち、水ピストンの加圧表面積と、水ピストンを作動させる液圧ピストン
の正味動作加圧表面積との比率）を変更する場合、これは「ギアシフト」又は「ギア変更
」と呼ばれる。システムの特定の動作シーケンスに組み込むことができるギア変更（ピス
トン表面積比率の変更）の異なる様々な組み合わせ又はシーケンスがある。
【００４８】
　[0072]各送水ポンプが２つの同一の関連付けられた液圧シリンダを有して、送水ポンプ
を作動させるシステム４００の例では、２つのアクチュエータで可能な１６の状態、すな
わち、各チャンバが加圧され、又は加圧されないあらゆる組み合わせ（２つの状態と４つ
のチャンバで、２４個の組み合わせ）がある。同一の液圧シリンダ（すなわち、各シリン
ダのブラインド側面積が同じであり、各シリンダのロッド側面積が同じである）の場合、
各作業ピストン又は水ピストンを各方向で作動させるために使用することができる４つの
異なる可能なギア（ピストン面積比率に関連付けられる）がある。例えば、水ピストンを
１つの送水ポンプ内で上方に移動させるには、（１）上部液圧シリンダのロッド側（又は
、上部液圧シリンダのロッド側及び両シリンダのブラインド側－互いに相殺する）、（２
）下部液圧シリンダのブラインド側（又は下部シリンダのブラインド側及び両シリンダの
ロッド側－互いに相殺する）、（３）下部液圧シリンダのブラインド側及びロッド側の両
方、又は（４）上部液圧シリンダのロッド側及び下部液圧シリンダのブラインド側の両方
に液圧流体を汲み入れることができる。いずれのチャンバも加圧されない状態は、作業ピ
ストンに対していかなる力も生み出さず、すべてのチャンバが加圧される状態も作業ピス
トンに対していかなる力も生み出さない（同一のシリンダに対して）。図５Ａに示される
実施形態では、各状態には、一方が他方の後に作動する２つの送水ポンプが構成され、こ
の実施形態では、各送水ポンプが４つの可能なギアを有するため、圧縮プロセスは８つの
可能なギアを有する。他の実施形態が、アクチュエータ４１２の様々な表面積に伝えられ
る液圧流体圧が互いに異なり得、各送水ポンプで５つ以上の可能なギアを生み出し得る実
施形態を含むことを理解されたい。４つの可能なギアを達成可能なアクチュエータの場合
、４よりも少数のギア、例えば、３つのギアを使用することが好ましい場合があることが
理解される。そのような好ましさの理由は、ギアシフト事象に対する流体及び／又は機械
構成要素の動的応答が関わり得る。それに対応して、２つの送水ポンプが構成された実施
形態は、可能な８つのギアのうちの５つ、６つ、又は７つを使用して動作し得る。さらに
、圧縮プロセスは、圧縮空気貯蔵容器の現在圧に従って変更することもでき、例えば、貯
蔵容器が比較的低圧である場合、好ましい圧縮プロセスは、可能な８つのギアのうちの１
つ、２つ、３つ、４つ、５つ、６つ、又は７つを使用し得る。
【００４９】
　[0073]他の実施形態では、アクチュエータは、例えば、液圧シリンダの数、液圧ピスト
ンが移動可能に配置される液圧シリンダの筐体のサイズ（例えば、直径）、液圧シリンダ
の筐体内に配置される液圧ピストンのサイズ（例えば、直径）、液圧ピストンに結合され
る駆動ロッドの数及びサイズ、及び／又は作動させるべき作業ピストンのサイズに基づい
て、異なる数の可能な異なるギア及びギア変更を有するように構成することができる。ア
クチュエータのさらなる例について、図５１Ａ～図５１Ｄ、図５２Ａ～図５２Ｃ、図５３
、図５４Ａ、図５４Ｂ、図５５、及び図５６を参照して後述する。
【００５０】
　[0074]したがって、液圧時間プロファイルを必要に応じて変更して、特定の出力空気圧
を達成することができる。液圧ポンプシステムの効率範囲により、所望の空気圧範囲（入
力又は開始圧と出力又は終了圧との差）に必要であり得るギアの数及びギアシフトの数を
決めることができる。例えば、液圧ポンプの効率範囲が狭いほど、多数のギアが所与の空
気圧範囲に必要であり得る。ギアのサイズ及び数は、システムの特定の動作速度（ＲＰＭ
）にも依存し得る。
【００５１】
　[0075]図７～図１４は、システム４００を使用し、システムの行程又はサイクル全体を
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通して最大（又は所望の）効率範囲内でシステムを動作させるか、又は最大（又は所望の
）効率範囲に近づける空気圧縮サイクルを示す。この例では、最適化プロセスは、プロセ
スの各段階に４つの異なるギアを含み、動作を液圧システムの最適効率範囲内に維持する
動作体制を利用する。この例では、４つのギアモードが、２つの送水ポンプを逐次使用す
ることにより達成され、各ギアモードは２又は３つのギアを使用する。システム４００は
、例えば、段階１で空気を３バールから３０バールに圧縮し、次に、段階２で３０バール
から１８０バールに圧縮するように構成することができる。これが使用可能な単なる一動
作シーケンス例であることを理解されたい。システムの水圧、ひいては空気圧は、所与の
サイクル中に徐々に上昇させることができる。システムが様々なギアシフトのそれぞれを
通して進むにつれて、液圧流体の圧力は、液圧システムの最小効率動作圧（例えば、１２
０バール）から液圧システムの最大効率動作圧（例えば、３００バール）に増大する。液
圧ポンプ／モータの所望の最大動作圧にサイクルの各ギアモード内で達すると、システム
はシーケンス内の次のギアにシフトする。
【００５２】
　[0076]図７は、上述したシステム４００の様々な構成要素に対応する参照番号を含むと
ともに、様々な送水ポンプ及び圧力容器を接続する導管又は筐体を含む。図７～図１４に
は明白に示されないが、段階１の下部液圧シリンダ４５０、４５４、４５８のそれぞれは
、筐体が収容する液圧シリンダを示すように記された支持筐体内部に包まれる。
【００５３】
　[0077]図７は、空気を外部環境から直接（すなわち、大気圧）又は事前圧縮機から（例
えば、３バール）第１の段階の第１の圧力容器４２４内に受け取ることを含む、圧縮サイ
クルの開始状況を示す。図８～図１０及び図１２～図１４は、システムの圧縮サイクルの
段階１及び段階２の両方の液圧シリンダに関する水流及び空気流と、駆動方向とを示す。
図１１～図１４は、第１の段階の第２の圧力容器４２６内での受け取った空気を圧縮する
完全サイクルを示す。したがって、図１１は、第１の圧力容器４２４内でまず受け取った
空気を圧縮するサイクルの終わりを示すとともに、第２の圧力容器４２６内でまず受け取
った空気を圧縮することを含むサイクルの開始時点も示す。システム４００の完全な１サ
イクル（図７～図１１又は図１１～図１４）は、例えば、合計で６秒であり得る。
【００５４】
　[0078]図７の例に示されるように、圧縮サイクルは、段階１及び段階２の両方を含み、
例示のために、以下の状態で開始することができる、すなわち、段階１の第１の圧力容器
４２４及び段階２の第２の圧力容器４２６のそれぞれに水が充填され、段階１の第２の圧
力容器４２６及び段階２の第１の圧力容器４６４のそれぞれに空気が充填されている。圧
縮行程は、段階１の送水ポンプ４４４Ａ及び４４４Ｂを駆動し、段階２の送水ポンプ４６
６を駆動することにより開始される。段階１の第１の圧力容器４２４と事前圧縮機（図示
せず）との間の弁（図示せず）を開き、空気を取り込み、圧力容器４２４に接続された導
管に入れることができる。段階１の第２の圧力容器４２６と段階２の第２の圧力容器４６
２との間の弁（図示せず）を開いて、２つの圧力容器間を流通させることができる。段階
２の第１の圧力容器４６４と貯蔵空洞（図示せず）との間の弁（図示せず）は、圧縮行程
の開始時に閉じることができ、圧縮行程のある時間、例えば、圧力容器４６４内の空気圧
が貯蔵空洞（図示せず）の空気圧と略等しい場合、開くことができる。
【００５５】
　[0079]システムが３つの空気操作プロセスを協調して動作させることを認識することが
重要である。したがって、認識すべき３つの空気容量がある。すべての圧縮行程中、シス
テムに略一定の吸入圧で引き込まれる１つの空気容量があり、２つの異なる圧力で同時に
圧縮する２つの空気容量がある。例えば、第１の空気容量が、例えば、３バールの略一定
の圧力で吸入され、第２の空気容量は、例えば、３バールから３０バールに圧縮され、第
３の空気容量は、例えば、３０バールから排出圧（空洞圧に伴って変化する）、例えば、
１８０バールまで圧縮される。図８は、送水ポンプ４４４Ａ及び４４４Ｂと、送水ポンプ
４６６との同時作動を通しておおよそ中間の圧縮行程を示す。図８を参照すると、吸入圧
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の第１の空気容量は圧力容器４２４に入り、第２の空気容量は圧縮を開始し、圧力容器４
２６から圧力容器４６２に移り、第３の空気容量は圧縮を開始し、圧力容器４６４から貯
蔵空洞（図示せず）に移される。図８は、圧力容器４６４内の空気圧が、貯蔵空洞内の空
気圧との均等性を達成し、したがって、圧力容器４６４と貯蔵空洞との間にある弁（図示
せず）が開かれて、空気を圧力容器４６４から貯蔵空洞に移すことができる例及び状況を
示すことに留意する。圧力容器４６４から貯蔵空洞への空気移送の過程で、付随する空気
圧縮が生じ得、空気の圧力増大が、圧力容器４６４と貯蔵空洞との相対容量により決まり
得ることが認識される。
【００５６】
　[0080]図８及び図９は、圧縮サイクルの開始部分を示す。空気は、圧縮サイクルの開始
部分中、空気圧縮が進むにつれて生成されるより高い空気圧と比較して低圧であるため、
圧縮サイクルの開始には、６ギアシーケンスの「ハイエンド」を使用し、６ギアシーケン
スの「ローエンド」の使用に進む。図８及び図９は、６番目のギアから次に「最も低い」
ギア、この例では、「５番目の」ギアへのギアシフトを含み得、５番目のギアからさらに
次に最も低いギア、この例では「４番目の」ギアへのギアシフトも含み得る。図８に示さ
れる空気、水、及びピストンの移動に関して、段階１において、６番目のギアは、液圧弁
（図示せず）を作動させて、液圧ポンプ／モータ（図示せず）により出力された加圧液圧
流体を、上部液圧シリンダ４５２のロッド側チャンバ及びブラインド側チャンバと、下部
液圧シリンダ４５８のロッド側チャンバ及びブラインド側チャンバと流体的に結合し、加
圧液圧流体をこれらのチャンバに汲み入れることを含むことができる。これは、各アクチ
ュエータにより送水ポンプ４４４Ａ内のピストンを下方に移動させ、送水ポンプ４４４Ｂ
内のピストンを上方に移動させる。段階２では、６番目のギアは、液圧弁（図示せず）を
作動させて、液圧ポンプ／モータ（図示せず）により出力された加圧液圧流体を、下部液
圧シリンダ４７２のロッド側チャンバ及びブラインド側チャンバに流体的に結合すること
を含むことができる。これは、アクチュエータにより送水ポンプ４６６内のピストンを上
方に移動させる。
【００５７】
　[0081]ピストン４４４Ａ及び４４４Ｂと、ピストン４６６とが行程の終わりに達する（
図９に示されるように）前に、６番目から５番目へ、５番目から４番目へ、そして４番目
から３番目へのギアシフトを開始しておくことができる。（図９が、４番目のギアの終わ
り及び／又は３番目のギアの開始の両方を示すことに留意する）。６番目から５番目への
ギアシフトが開始されると、加圧液圧流体を液圧ポンプ／モータから液圧シリンダ４５４
及び４５６と、液圧シリンダ４７０とのロッド側チャンバに供給する弁（図示せず）が開
かれる。これらの弁を開けることにより、液圧シリンダ４５２及び４５８と、液圧シリン
ダ４７２とからすでに来ているピストンロッドの「押し」が、液圧シリンダ４５４及び４
５６と、液圧シリンダ４７０とからのピストンロッドの「引っ張り」で補強される。上述
したシーケンスが、ＳＡｒ＜ＳＡ（ｂ－ｒ）である実施形態に対応し、表面積が異なる相
対サイズである、例えば、ＳＡｒ＞ＳＡ（ｂ－ｒ）である実施形態、６番目のギアと５番
目のギアとを達成する加圧の組み合わせが異なり得、したがって、好ましい加圧シーケン
スも異なり得ることを理解されたい。
【００５８】
　[0082]加圧流体の供給源と流通させる弁に加えて、すべての液圧シリンダチャンバにも
、低圧液圧流体槽（図示せず）と流通させ得る弁（図示せず）を準備することができ、こ
れらの弁が開いた場合、関連付けられた液圧チャンバ流体は、液圧槽の低圧を実質的に維
持し、液圧流体が流れることができ、それにより、液圧ピストンを移動させることができ
ることが理解され、当業者には馴染みがあろう。加圧液圧流体と連通する弁を開く又は閉
じることを含むギアシフトの説明は、簡潔にするために意図的に、シリンダチャンバと低
圧液圧流体槽とを連通させる弁の関連する開又は閉についての詳述を省いている。
【００５９】
　[0083]段階１の圧縮中のギアシフトのタイミングが、段階２のギアシフトのタイミング
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から独立していることを認識することが重要である。ギアシフト動作の好ましい方法は主
に、液圧ポンプ動作エネルギー効率を最大化する加圧液圧流体圧になるギアを選択するこ
とに注意を払う。圧縮の各段階を、圧縮の第１の段階で生成される第１の空気圧及び圧縮
の第２の段階で生成される第２の空気圧に対して駆動する液圧流体圧は、異なり得、第１
の空気圧は第２の空気圧とは異なる。好ましい実施形態では、段階１を駆動する加圧液圧
流体の圧力は、段階２を駆動する加圧液圧流体の圧力から独立して制御され、これは、段
階１及び段階２のそれぞれに専用の液圧ポンプ／モータを準備することにより達成し得る
。いくつかの実施形態では、段階１を駆動する加圧液圧流体の圧力が、段階２を駆動する
加圧液圧流体の圧力と同じ圧力であってもよく、これは、１つの液圧ポンプ／モータを両
段階に準備することにより達成し得ることが認識される。
【００６０】
　[0084]前の説明及び以下の説明は、６つの利用可能なギアを用いるギアシステムとして
構成された圧縮プロセスに基づき、６番目のギアは有効水ピストン表面積と有効液圧流体
表面積の最大の比率を有し、換言すれば、６番目のギアでは、比較的小量の液圧流体流が
、比較的大量の水流を生み出し、したがって、圧縮中のガスの占有に提供される容積の大
きな変更を生み出す。システムの第１の段階に６つのギア比率の第１の組が構成され、シ
ステムの第２の段階に６つのギア比率の第２の組が構成されることを認識することが重要
である。６つのギアは、２つ、３つ、又は４つ以上の送水ポンプを使用して実施し得る。
圧縮の第１の段階が、圧縮の第２の段階で動作する空気圧範囲よりも低い空気圧範囲で動
作することを認識することも重要である。それに対応して、システムは、圧縮の第１の段
階の駆動に使用される６ギア範囲が、圧縮の第２の段階を駆動するように構成された６ギ
ア範囲よりも高いギア比率からなるように構成される。実施形態がより多数又は少数のギ
アを有することができることが理解され、予期される。実施形態がより多数の送水ポンプ
を使用することができ、又はより少数の送水ポンプを使用することもできることが理解さ
れ、予期される。
【００６１】
　[0085]図７～図９を参照して、ピストン４４４Ａ及び４４４Ｂと、ピストン４６６とが
行程の終わりに達する（図９に示されるように）前に、６番目から５番目へ、５番目から
４番目へ、そして４番目から３番目へのギアシフトを開始しておくことができる。
【００６２】
　[0086]
　５番目から４番目へのギアシフトが開始されると、加圧液圧流体を液圧ポンプ／モータ
から液圧シリンダ４５２及び４５８と、液圧シリンダ４７２とのロッド側チャンバに供給
する弁（図示せず）が閉じられる。これらの弁を閉じると、液圧シリンダ４５２及び４５
８と、液圧シリンダ４７２とのブラインド側チャンバのみを加圧液圧流体と流通した状態
にすることにより、液圧シリンダ４５２及び４５８と、液圧シリンダ４７２とからすでに
来ているピストンロッドの「押し」が増大する。増大したピストンロッドの「押し」を、
液圧シリンダ４５４及び４５６と、液圧シリンダ４７０とからの進行中のピストンロッド
の「引っ張り」と組み合わせて、５番目のギアのピストンロッド力よりも大きくすること
ができる４番目のギアのピストンロッド力が達成される。４番目のギアのピストンロッド
力は、図９に示される送水ポンプ位置を達成するのに十分でなければならない。
【００６３】
　[0087]図１０は、段階１及び段階２の両方の第２の送水ポンプの動作を示す。第２の送
水ポンプの動作に関して、図９は３番目のギアを示す。ピストン４４６及び４６８が行程
の終わりに達する（図１１に示されるように）前に、３番目から２番目へ、そして２番目
から１番目へのギアシフトを開始しておくことができる。第２の送水ポンプを３番目のギ
アに構成するために、加圧液圧流体を液圧ポンプ／モータから液圧シリンダ４５０及び４
７４のロッド側チャンバ及びブラインド側チャンバに供給する弁（図示せず）が開かれ、
再生モードで「押す」ようにシリンダ４５０及び４７４を構成する。
【００６４】
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　[0088]２番目へのギアシフト３番目が開始されると、加圧液圧流体を液圧ポンプ／モー
タから液圧シリンダ４４８及び４７６のロッド側チャンバに供給する弁（図示せず）が開
かれる。これらの弁を開くことにより、液圧シリンダ４５０及び４７４によりすでに与え
られていたピストンロッドの「押し」が、液圧シリンダ４４８及び４７６からのピストン
ロッドの「引っ張り」で補強される。上述したシーケンスが、例えば、ＳＡｒ＜ＳＡ（ｂ

－ｒ）である実施形態に対応し、表面積が異なる相対サイズである、例えば、ＳＡｒ＞Ｓ
Ａ（ｂ－ｒ）である実施形態、６番目のギアと５番目のギアとを達成する加圧の組み合わ
せが異なり得、したがって、好ましい加圧シーケンスも異なり得ることを理解されたい。
【００６５】
　[0089]２番目から１番目へのギアシフトが開始されると、加圧液圧流体を液圧ポンプ／
モータから液圧シリンダ４５０及び４７４のロッド側チャンバに供給する弁（図示せず）
が閉じられる。これらの弁を閉じると、液圧シリンダ４５０及び４７４のブラインド側チ
ャンバのみを加圧液圧流体と流通した状態にすることにより、液圧シリンダ４５０及び４
７４からすでに来ていたピストンロッドの「押し」が増大する。増大したピストンロッド
の「押し」を、液圧シリンダ４４８及び４７６からの進行中のピストンロッドの「引っ張
り」と組み合わせて、２番目のギアのピストンロッド力よりも大きくすることができる１
番目のギアのピストンロッド力が達成される。１番目のギアのピストンロッド力は、図１
１に示される送水ポンプ位置を達成するのに十分でなければならない。
【００６６】
　[0090]図８及び図９の水流及び空気流の矢印で示されるように、システムが行程の第１
の部分を経るにつれて、段階１の第１の圧力容器４２４内の水は、水流の矢印で示される
ように移動し、送水ポンプ４４４Ａ及び４４４Ｂ内に引き込まれる。水が圧力容器４２４
から流出すると、空気流の矢印で示されるように、圧力容器４２４内部に空気が入る容積
が生まれる。例えば、相対的な負圧を圧力容器４２４内で生み出すことができ、それによ
り、周囲空気又は事前圧縮された吸入空気を、第１の圧力容器４２４と、圧力容器４２４
内の各仕切り内のポケットとに引き込む。他の実施形態が、ポケットを含まない仕切りを
使用し得ることが理解される。この結果、空気／液体界面と、空気／仕切り界面とが生ま
れ、これらの界面を通して伝熱し得る。送水ポンプ４４４Ａ及び４４４Ｂ内のピストンが
、行程の終わりに達すると（図９に示されるように）、図１０に示されるように、行程の
第２の部分が、追加の水を圧力容器４２４から送水ポンプ４４８に引き込むとともに、追
加の吸入空気を圧力容器４２４に引き込む。図１１は、圧力容器４２４からの水の除去の
終わりを示し、これは、空気を圧力容器４２４に引き込む空気吸入行程の終わりでもある
。
【００６７】
　[0091]図８及び図９の水流及び空気流の矢印で示されるように、システムが圧縮の第１
の部分を経るにつれて、段階２の圧力容器４６２内の水は移動し、送水ポンプ４６６に引
き込まれる。水が圧力容器４６２から流出すると、図８及び図９の空気流の矢印で示され
るように、圧力容器４６２内部に、圧力容器４２６からの空気が入る容積が生まれ、空気
流入は、圧力容器４６２内に生じ得る相対的な負圧により促される。送水ポンプ４６６内
のピストンが行程の終わり（図９に示されるように）に達すると、図１０に示されるよう
に、行程の第２の部分が、追加の水を圧力容器４６２から送水ポンプ４６８内に引き込ま
れ、これにより、追加の空気が圧力容器４６２内に引き込まれる。図１１は、圧力容器４
６２からの水除去の終わりを示し、これは、空気を圧力容器４６２に引き込む空気圧縮・
転送行程の終わりでもある。
【００６８】
　[0092]図８及び図９の水流及び空気流の矢印で示されるように、システムが圧縮の第１
の部分を経るにつれて、送水ポンプ４６６からの水は圧力容器４６４内に移動する。水が
圧力容器４６４に流入すると、圧力容器４６４内部の容積が低減し、圧力容器４６４内の
空気圧が増大する。例えば、圧力容器４６４内部の空気圧が、空気貯蔵空洞（図示せず）
内の空気圧と略同じである場合、圧力容器４６４と貯蔵空洞との間にある弁（図示せず）
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が開き、圧力容器４６４と貯蔵空洞との間に連通を確立することができる。水は、送水ポ
ンプ４６６から圧力容器４６４内に続けて移動し得、これにより、図８及び図９の空気流
の矢印で示されるように、空気が圧力容器４６４から空気貯蔵空洞内に移り得、これは、
圧力容器４６４内に生み出し得る相対的な正圧により促される。送水ポンプ４６６内のピ
ストンが行程の終わりに達する（図９に示されるように）と、図１０に示されるように、
行程の第２の部分が、追加の水を送水ポンプ４６８から圧力容器４６４に移動させ、これ
により、追加の空気を貯蔵空洞（図示せず）に流入させ得る。図１１は、圧力容器４６４
への水の移動の終わりを示す。圧力容器４６４と貯蔵空洞との連通を確立することができ
る弁が、必要に応じて、例えば、行程中、圧力容器４６４内の空気圧が貯蔵空洞内の空気
圧といつ同じになるかに応じて、送水ポンプ４６６の作動中又は送水ポンプ４６８の作動
中に開き得ることが理解される。
【００６９】
　[0093]図１２～図１４は、吸入空気が圧力容器４２６（段階１）内で受け取られ、空気
が圧力容器４２４（段階１）から圧力容器４６４（段階２）に移され、空気が圧力容器４
６２（段階２）から貯蔵空洞（図示せず）に移ることを除き、上述したような同様のプロ
セスを示す。これらのプロセスは、上述した様式と同様に動作するため、詳述しない。
【００７０】
　[0094]図１５～図２２は、システム４００を使用した膨張システムを示す。貯蔵構造内
に貯蔵された空気は、システム４００を通して膨張し、貯蔵エネルギーを所望であり得る
他の形態に変換するために使用することができ、例えば、発電に使用し得る。システム４
００の様々な構成要素は、同様であるが逆方向に動作することができる。したがって、空
気は段階２を通して膨張させ、次に、段階１を通して膨張させることができ、各段階で、
膨張空気は送水ポンプ内のピストンを駆動し、それにより、液圧ポンプ／モータ及び電気
モータ／発電機が駆動されて、発電する。圧力容器内部の空気の最終的な膨張後、それで
もなお周囲圧力よりも高い場合、例えば、空気を空気タービン等の別のエネルギー変換装
置に移すことによる空気の膨張により、追加のエネルギーを生成することができる。他の
実施形態では、圧力容器内部の最終的な膨張後、空気を周囲環境に解放し、略周囲空気圧
で解放し得る。
【００７１】
　[0095]図１５は、第２の段階の第２の圧力容器４６４内で貯蔵空洞から圧縮空気を受け
取ることを含む、膨張サイクルの開始状況を示す。図１６～図１８及び図２０～図２２は
、システムの膨張サイクルの段階１及び段階２の両方での液圧シリンダに関する水流、空
気流、及び駆動方向を示す。図１１と同様に、図１９は、第２の圧力容器４６４内でまず
受け取った空気を膨張させるサイクルの終わりと、段階２の第１の圧力容器４６２内でま
ず受け取った空気の膨張を含む別のサイクルの開始点との両方を示す。システム４００の
完全な１サイクル（図１５～図１９又は図１９～図２２）は、例えば、合計で６秒であり
得る。システムは、圧縮に関して上述した様式と同じであるが、水流及び空気流の方向は
逆にして循環することができる。
【００７２】
　[0096]図２３及び図２４は、上述したように４ギアシーケンスで動作するように構成さ
れるとともに、貯蔵空洞内の圧縮空気を１８４バールに維持するように構成されたシステ
ム４００等のシステムの１サイクル（例えば、６秒）の液圧流体圧と、液圧流体流量とを
示すグラフ例である。図２３は、システムの段階１の液圧流体圧と、流体流量とを示し、
図２４は、システムの段階２の液圧流体圧と、流体流量とを示す。４ギアステップのそれ
ぞれの圧力及び流量が示される。これらのチャート例は、液圧流体圧が３６０バールに達
した場合のギアシフトを示す。各ギアシフト直後、圧力は約２００バールに降下する。こ
れらの圧力が単なる例示であり、他の高圧値及び低圧値を選択してもよいことが理解され
る。高圧値及び低圧値は、液圧ポンプ／モータ４１４の動作特徴に従って選択される。液
圧ポンプは、液圧ポンプによって決定される圧力範囲内で動作する場合、比較的効率的に
動作する。システム及び方法を効果的に適用するために、ギアシフトが生じる圧力は、液
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圧ポンプが効率的に動作する圧力に関して選択される。通常、液圧ポンプのエネルギー効
率は、その出力圧の影響を最も受けやすく、これが、システム及び方法が流体圧に入念に
注意を払う理由であるが、他のポンプ特徴、特に、単位時間当たりの流体量を単位とする
ポンプの最大流量にも同時に注意を払わなければならない。いくつかの液圧ポンプが他の
制約、例えば、最小流量を有してもよいことに留意されたい。
【００７３】
　[0097]ギアシフト点が、液圧シリンダの最大伸張位置等の他の実施詳細によっても制約
を受け得ることに留意されたい。液圧ポンプの動作特徴が通常、相互作用し、圧力変化に
より、流量も変化することにも留意されたい。図２３及び図２４は、毎秒約７．６ガロン
（ｇｐｓ）の最大液圧流体流量を有する液圧ポンプに対応する液圧流体ポンピングシナリ
オの一例を示す。この例では、可能な６つのギアのうちの４つが使用される。この例では
、ギアシフトのうちのいくつかは、３６０バールから約２００バールへの圧力変化を含み
、この例では、圧力変化には、約４．０ｇｐｓへの流体流量の略同時の降下が付随する。
液圧流体圧と液圧流体流量との積が電力であり、この例は、ポンプシステムの動作中にお
およそ一定の電力値を維持する圧力及び流れのシナリオを示す。定電力は、出力圧と出力
流量との関係を選択する一方法である。他の実施形態が、一定以外の何かである電力を生
じさせる様式で圧力及び流れを変更させることを選んでもよいことが理解される。
【００７４】
　[0098]図２５及び図２６は、システム４００等のシステムの１サイクルの液圧流体圧と
、液圧流体流量とを示すグラフ例である。システムの構成は、上述したように、段階１が
４ギアシーケンスを使用するようなものである。図２６は、段階２が空気を圧縮するシナ
リオを示し、圧縮空気圧が貯蔵空洞内の空気圧と略等しい場合、圧縮空気は現在９０バー
ルの貯蔵空洞に汲み入れられる。図２５は、システムの段階１の圧力及び流体流量を示し
、図２６は、システムの段階２の圧力及び流体流量を示し、このシナリオで、好ましいギ
アシフトシーケンスが可能な６つのギアのうちの３つをいかに使用するかを示す。４つの
段階１ギアステップのそれぞれ及び３つの段階２ギアステップのそれぞれの圧力及び流量
が示される。これらのチャート例は、液圧ポンプ最大圧以外の制約により決定されるポイ
ントで生じるギアシフトを示す。例えば、図２６は、３６０バール最大未満の約３１０バ
ールの圧力で生じるギアシフトを示す。このギアシフトは、最大液圧流体圧３６０バール
が必要になる前に、第１の送水ポンプが行程の終わりに達したために生じた。さらに、第
２の送水ポンプの動作中の液圧流体圧は、第２の送水ポンプの行程全体を通して約２５０
バールを下回ったままである。これは、第２の送水ポンプ内で利用可能な最高ギアを使用
して、空洞の現在圧と対抗して動作するために必要な液圧流体圧が、最大液圧ポンプ圧よ
りも低いためである。重要なことに、液圧流体圧は、液圧ポンプの効率出力圧範囲、この
例では、１２０バール～３６０バール内に留まっている。１２０バール～３６０バールと
は異なる圧力範囲を使用して方法を提供してもよいことが理解される。
【００７５】
　[0099]図２７及び図２８は、空気を貯蔵空洞内に９０バール及び１８０バールのそれぞ
れで圧縮するシステムの段階１及び段階２の液圧と液圧ポンプ容積流量との関係を示すグ
ラフ例である。
【００７６】
　[00100]図２９及び図３０は、空気を現在９０バールの貯蔵空洞に圧縮するシステム４
００等のシステムで使用される液圧ポンプの消費電力を示すグラフ例である。図２９は段
階１の消費電力を示し、図３０は段階２の消費電力を示す。図３１及び図３２は、空気を
現在１８０バールの貯蔵空洞に圧縮するシステム４００等のシステムで使用される液圧ポ
ンプの消費電力を示すグラフ例である。図３１は段階１の消費電力を示し、図３２は段階
２の消費電力を示す。上述したように、この例は、ポンプが消費する電力（ポンプにより
生成される液圧力に比例する）が、システムの動作中、おおよそ一定レベルに維持される
例である。
【００７７】
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　[00101]図３３～図３６は、様々な圧力及び速度で液圧ポンプとして動作する場合の、
システム４００等のシステムで使用される液圧ポンプ／モータの効率レベルのマップ例で
ある。マップはゾーンに区分され、ゾーンは液圧ポンプに提供されるエネルギー効率を示
す。本明細書に記載のシステムを動作させるシステム及び方法は、圧縮サイクル全体を通
して最高効率ゾーン内で液圧ポンプを動作させるように構成することができる。効率は、
ポンプの最大容積変位（上述した例で使用されるポンプでは、選択的に可変）の割合に基
づいて特定される。例えば、図３３は、流量７．６ガロン／秒で１００％変位に基づく効
率を示す。図３４は８０％に基づく効率を示し、これは、システムが７．６ガロン／秒の
８０％の流量（すなわち、６．０ガロン／秒）で動作していることを意味する。図３５及
び図３６は、７．６ガロン／秒での１００％変位に基づいて同様に特定される。
【００７８】
　[00102]図３７～図５０は、１８０バールの貯蔵空洞圧で動作する、システム４００等
のシステムの様々なパラメータを示すグラフ例である。図３７～図４２は段階１に関連付
けられた様々なパラメータを示し、図４３～図４７は段階２に関連付けられた様々なパラ
メータを示す。図４８及び図４９は、液圧シリンダピストン表面積の異なる構成を使用す
る場合、段階１及び段階２の実施形態のサイクル全体を通してのギアシフト中の関連付け
られた圧力及び流量がいかに変化するかの例を示す。圧力及び流れの変化の性質が、図４
８及び図４９を図２３～図２６と比較することで分かる。図５０は、図４８及び図４９に
示される圧力及び流れに対応するシステムの液圧と体積流量との関係を示す。
【００７９】
　[00103]上述したように、熱は、圧力容器内で圧縮された空気（又は他のガス）から伝
導させて、圧縮プロセスで消費される仕事を低減することができる。熱は、空気から液体
に、及び／又は空気から圧縮容器内の仕切りに、及び／又は液体から圧力容器外に伝導す
ることができる。いくつかの実施形態では、伝熱を増大させるために、システムは比較的
低速で動作することができる。例えば、いくつかの実施形態では、完全な圧縮又は膨張サ
イクルは、空気と液体との間での伝熱に追加の時間を提供するのに十分に遅くし得る。い
くつかの実施形態によれば、等温圧縮及び／又は膨張プロセスに近づけるのに十分な熱エ
ネルギーを伝導させることができ、それに関連付けられる仕事の低減又は抜き取り及び効
率を達成し得る。追加又は代替として、高速にするほど、等温又は温度変化を伴う膨張中
に達成される電力レベルを大きくすることができ、電力レベルの増大は、システムの動作
中の特定の時間に望ましいことがある。
【００８０】
　[00104]圧縮及び／又は膨張中に熱を渡す媒質として液体（例えば、水）を使用するこ
とにより、連続した温度軽減プロセスが可能であり、熱を圧力容器内及び／又は外に移動
し得るメカニズムを提供し得る。すなわち、圧縮中、液体は、圧縮中の空気から熱を受け
取り、空気が圧縮中の間及び空気を後で圧縮するために圧力容器で受け取っている間の両
方で、この熱を外部環境に連続して、又はまとめて渡すことができる。同様に、圧縮／膨
張装置が膨張モードで動作中の場合、膨張中及び膨張空気が圧力容器から渡される際の両
方で、熱の追加を行い得る。
【００８１】
　[00105]上述したように、圧力容器内の液体は、１つ又は複数の空気／液体界面及び空
気／仕切り界面で空気に接触することができ、界面をわたって、圧縮された空気から伝熱
し、及び／又は膨張した空気に伝熱する。圧力容器は、上述したような１つ又は複数のヒ
ートパイプ等の熱交換器を含むこともでき、熱交換器は、熱を液体と装置外部の環境との
間で伝導させる。圧縮された空気から熱を移動させ、及び／又は膨張した空気に熱を移動
させて、等温又は略等温の圧縮プロセス及び／又は膨張プロセスを達成し得る。
【００８２】
　[00106]図５１Ａ～図５１Ｄ、図５２Ａ～図５２Ｃ、図５３、図５４Ａ、図５４Ｂ、図
５５、及び図５６のそれぞれは、液圧流体圧と作業チャンバを境界付ける作業ピストンへ
の流体圧との比率を選択的に調整するために使用可能な液圧駆動システム又はアクチュエ
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ータの実施形態を示す。例えば、アクチュエータを使用して、圧縮及び／又は膨張装置内
の作業ピストンを作動させて、ガス（例えば、空気）の圧縮又は膨張を行うことができる
。圧縮及び／又は膨張装置は、ガス、液体、及び／又はガスと液体の両方を含むことがで
きる槽又は筐体を含むことができる。アクチュエータは、前の実施形態に関して上述した
ように、１つ又は複数の状態又はギアを含み、作業ピストンの移動を制御し、作業チャン
バ内の流体圧とアクチュエータ内の液圧流体圧との間で所望の関係を維持することができ
る。
【００８３】
　[00107]図５１Ａに示される実施形態では、アクチュエータは２つの液圧シリンダを含
み、それぞれが、作業ピストン（又は他の被駆動部材）を異なる液圧で作動させる（又は
作業ピストンにより作動する）ことができる異なる直径及び異なるサイズ（例えば、直径
）を有する。異なるサイズの液圧ピストンのため、作業ピストンの両側で液圧ピストンを
加圧するために利用可能な動作表面積の様々な組み合わせにより、ギアの数及びギアシフ
トの数を増大させることができる（同じ直径を有する２つの液圧ピストンを含む上記アク
チュエータ４１２と比較して）。より多くのギア及びギアシフトを有することにより、液
圧アクチュエータは、より高い程度の圧力選択性で動作することができ、それにより、お
そらく、作業チャンバの所与の流体圧範囲でポンプ／モータを液圧のより高い効率範囲で
動作させることができ、又は同じ液圧範囲内で、より広範囲の作業チャンバ圧で動作する
ことができ、及び／又は所望の出力（又は入力）圧、流量、及び／又は送水ポンプ及び／
又は圧縮及び／又は膨張装置又はシステムの異なる動作段階で望まれる力の方向をより密
に制御するため。
【００８４】
　[00108]図５１Ａは、アクチュエータ７１２の一部の様々な構成要素を概略的に示す。
図５１Ａに示されるように、アクチュエータ７１２は、液圧シリンダ７４８と、液圧シリ
ンダ７５０とを含む。液圧シリンダ７４８は、筐体７８４と、筐体７８４により画定され
る内部領域内に移動可能に配置された液圧ピストン７７８とを含む。液圧シリンダ７５０
は、筐体７８５と、筐体７８５の内部領域内に移動可能に配置された液圧ピストン７８０
とを含む。
【００８５】
　[00109]液圧ピストン７７８は、液圧シリンダ７４８の筐体７８４の内部領域を２つの
部分に分ける、すなわち、液圧ピストン７７８の上の液圧流体チャンバＣ１及び液圧ピス
トン７７８の下の液圧流体チャンバＣ２。同様に、液圧ピストン７９０も液圧シリンダ７
５０の筐体７８５の内部領域を２つの部分に分ける、すなわち、液圧ピストン７８０の上
の液圧流体チャンバＣ３及び液圧ピストン７８０よりも下の液圧流体チャンバＣ４。液圧
流体チャンバＣ１及びＣ２のそれぞれは、液圧シリンダ７４８のブラインド側及びロッド
側と呼ぶことができ、流体チャンバＣ３及びＣ４のそれぞれは、液圧シリンダ７５０のロ
ッド側及びブラインド側と呼ぶことができる。
【００８６】
　[00110]液圧ピストン７７８は、流体チャンバＣ１に関連付けられた液圧ピストン７７
８の側（ブラインド側）に動作表面積Ａ１と、流体チャンバＣ２に関連付けられた側（ロ
ッド側）に動作表面積Ａ２とを有する。液圧ピストン７８０は、流体チャンバＣ３に関連
付けられた液圧ピストン７８０の側（ロッド側）に動作表面積Ａ３と、流体チャンバＣ４
に関連付けられた側（ブラインド側）に動作表面積Ａ４とを有する。
【００８７】
　[00111]したがって、異なるサイズの液圧ピストン及び／又は異なるサイズの駆動ロッ
ドＲ１及びＲ２により、液圧ピストン７７８の動作表面積Ａ１及びＡ２は、液圧ピストン
７８０の動作表面積Ａ３及びＡ４と異なる。例えば、液圧ピストン７７８のロッド側動作
表面積Ａ２は、液圧ピストン７８０のロッド側動作表面積Ａ３よりも小さくすることがで
きる。Ａ２をＡ３以上にすることができるような程度まで、Ｒ２をＲ１よりも大きくし得
ることが理解される。液圧ピストン７７８が液圧ピストン７８０よりも小さな直径を有す
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る例では、液圧ピストン７７８のブラインド側動作表面積Ａ１は、液圧ピストン７８０の
ブラインド側動作表面積Ａ４よりも小さい。
【００８８】
　[00112]液圧ピストン７７８は、駆動ロッドＲ１を介して被駆動部材（この実施形態で
は、作業ピストン）７７４に結合され、液圧ピストン７８０は、駆動ロッドＲ２を介して
作業ピストン７７４に結合される。作業ピストン７７４は、筐体７８２内に移動可能に配
置され、筐体７８２は、作業ピストン７７４により２つの作業チャンバＷＣ１及びＷＣ２
に分けられ、各作業チャンバは流体（例えば、水及び／又は空気）を含むように構成され
る。駆動ロッドＲ１及びＲ２は筐体７８２の各開口部を通って摺動可能に延び、各開口部
は、駆動ロッドＲ１及びＲ２が開口部内を移動して、作業ピストン７７４を作動させるこ
とができるが、流体が作業チャンバＷＣ１、ＷＣ２と液圧流体チャンバＣ２及びＣ３との
それぞれの間を通過し得ないようなシールを含むことができる。この実施形態では、駆動
ロッドＲ１の直径は駆動ロッドＲ２の直径よりも小さく、液圧ピストン７７８の直径は液
圧ピストン７８０の直径よりも小さい。
【００８９】
　[00113]他の実施形態に関して上述したように、アクチュエータ７１２は、アクチュエ
ータ７１２のサイクル又行程中、有効ピストン比率（例えば、液圧ピストンの正味動作表
面積と被駆動部材、例えば、作業ピストンの表面積）を変更することにより、アクチュエ
ータ７１２のサイクル中の任意の所与の時点で、複数の異なるギア又は状態のうちの１つ
で動作することができる。所与の液圧流体圧の場合、筐体７８２内の作業流体の圧力は、
液圧ピストンの正味動作液圧加圧面積を変更することにより変更することができ、便宜上
、可能な面積の変更を「ギア」と呼ぶことができる。逆に、所与の作業流体圧の場合、液
圧流体圧は、例えば、膨張サイクルにおいて変更することができる。ギアの数量及びシー
ケンスは、所望に応じて、槽内の作業流体の圧力（本質的に、作業チャンバ内の流体の圧
力と同じ）と、液圧ポンプ／モータから供給される（又は液圧ポンプ／モータに供給され
る）液圧流体圧との所望の関係を達成するように変更可能である。したがって、作業ピス
トンの作動（ガス圧縮を駆動するか、それともガス膨張により駆動されるかに関わりなく
）は、液圧アクチュエータ７１２の所与の行程に最適なギアシーケンスを構成することに
より、微調整することができる。上述したように、所与のアクチュエータに可能なギアの
数は、液圧シリンダの数、ピストンのサイズ、駆動ロッドの数、及び作業ピストンのサイ
ズに基づき得る。この実施形態では、ピストン７７８及び７８０が異なる直径を有し、駆
動ロッドＲ１及びＲ２が異なる直径を有するため、アクチュエータの１６の可能な状態（
４つの各チャンバを加圧してもよく、又は加圧しなくてよい）が、そのアクチュエータ７
１２に１５の可能なギアを画定する（チャンバが加圧されない状態は、いかなる正味液圧
ピストン面積も生じさせないため）。駆動ロッドＲ１及びＲ２が同じ直径を有する場合、
すべてのチャンバが加圧されたとき、より詳細に後述するように、結果として生成される
正味動作表面積はゼロに等しくなるため、可能なギアの数は１４である。
【００９０】
　[00114]図５１Ｂ及び図５１Ｃのそれぞれは、アクチュエータ７１２が動作することが
できる異なる可能なギアを示す。これらのギアは、参照し易くするためにＤ１～Ｄ７及び
Ｕ１～Ｕ７として識別されるが、この付番方式は必ずしも、状態が正味表面積の順である
ことを示すわけではない。図５１Ｂは、アクチュエータ７１２が作業ピストン７７４を上
方に駆動することができる（又は作業ピストンの上方移動がアクチュエータを駆動するこ
とができる）、アクチュエータ７１２のギアを示し、図５１Ｃは、アクチュエータ７１２
が作業ピストン７７４を下方に駆動することができる（又は作業ピストンの下方移動がア
クチュエータを駆動することができる）、アクチュエータ７１２のギアを示す。図５１Ｂ
及び図５１Ｃに示されるように、アクチュエータ７１２の所与のギア（例えば、Ｄ１～Ｄ
７、Ｕ１～Ｕ７）について、流体チャンバ（例えば、Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４）がアクテ
ィブである、すなわち、液圧ポンプ／モータの高圧側と流通している（ポンプとして作用
する液圧ポンプ／モータにより提供される加圧液圧流体を受け取り、その流体により駆動
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されるか、又は加圧流体液体を、モータとして作用する液圧ポンプ／モータに提供して駆
動する）場合、陰影なしで示され、流体チャンバが非アクティブである、すなわち、液圧
ポンプ／モータの高圧側から流体的に分離されている場合、その特定のギアは陰影付き（
クロスハッチング）で示される。
【００９１】
　[00115]図５１Ｄは、図５１Ｂ及び図５１Ｃでのアクチュエータ７１２の様々なギア（
例えば、Ｄ１～Ｄ７及びＵ１～Ｕ７）に対応する情報を含む表である。表は、すべてのチ
ャンバＣ１～Ｃ４が加圧されるギアＵ８（図５１Ｂ及び図５１Ｃに示されない）も示す（
より詳細に後述する）。図５１Ｄの表は、各ギア（Ｄ１～Ｄ７、Ｕ１～Ｕ８）でアクティ
ブである（液圧ポンプ／モータの高圧側と流通する）アクチュエータ７１２の関連付けら
れたチャンバ（Ｃ１～Ｃ４）も示す。特に、表に示されるように、特定のギアについて、
Ｐは、チャンバ（例えば、Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４）が加圧される（アクティブである）
ことを示し、Ｎは、チャンバが加圧されない（非アクティブである）ことを示す。ＤＩＲ
と記された列は、アクティブな液圧流体チャンバ（例えば、Ｃ１～Ｃ４）が力を及ぼす方
向を示す。例えば、チャンバＣ１のみがアクティブである（液圧ポンプ／モータの高圧側
と流通する）場合、結果として、被駆動部材（例えば、作業ピストン７４７）に生じる力
は、下方向であり、チャンバＣ２のみがアクティブである場合、結果として生じる力は上
方向である。第２の圧力よりも相対的に高い第１の圧力で「加圧されている」手段は、「
加圧されていないと呼ばれることが理解される。
【００９２】
　[00116]特定のギアのアクチュエータ７１２の正味動作表面積Ａｎｅｔは、そのギアで
アクティブなチャンバ（Ｃ１～Ｃ４）に関連付けられた表面積（例えば、Ａ１、Ａ２、Ａ
３、Ａ４）の総和に等しい。例示のために、この例で使用される符号規則では、表面積Ａ
１及びＡ３にかけられる力が正（＋）方向にあるとし、表面積Ａ２及びＡ４にかけられる
力が負（－）方向にあると呼ぶ。したがって、この例では、被駆動部材を、圧縮モードで
動作している作業ピストン７７４であると見なす場合、正味動作表面積Ａｎｅｔが負であ
る場合、アクチュエータ７１２は、作業ピストン７７４を上方向に移動させ（例えば、ギ
アＵ１～Ｕ８）、正味動作表面積が正の場合、アクチュエータ７１２は、作業ピストン７
７４を下方向に移動させる。逆に、被駆動部材が、膨張モードで動作している作業ピスト
ン７７４である場合、膨張ガスが作業ピストン７７４を上方向に駆動する場合、ギアＵ１
～Ｕ８は、これらのギアに関連付けられたアクティブな液圧チャンバがチャンバ内の液圧
流体を加圧させ、その流体を液圧ポンプ／モータに供給し、液圧ポンプ／モータをモータ
モードで駆動させるように動作可能である。
【００９３】
　[00117]アクチュエータ７１２の選択された液圧流体チャンバ（例えば、Ｃ１、Ｃ２、
Ｃ３、及び／又はＣ４）を、作業液圧で液圧流体（ポンプとして動作する液圧ポンプ／モ
ータにより供給される流体又はモータとして動作する液圧ポンプ／モータに液圧流体チャ
ンバにより供給される流体等）と流通させ、その他のチャンバを作業液圧から流体的に分
離することにより、異なるギアをアクティブ化することができる。例えば、１つ又は複数
の弁を各チャンバＣ１～Ｃ４に結合することができ、弁は、選択的に開いて（例えば、上
述したように液圧コントローラにより、且つ図５２Ａに示されるアクチュエータ８１２を
参照して後述するように）、液圧ポンプ／モータの高圧側との流通を確立して、液圧流体
をチャンバに汲み入れられるようにする。逆に、１つ又は複数の弁を制御して、チャンバ
を液圧ポンプ／モータの高圧側から分離し、液圧流体の低圧槽との流通を確立して、例え
ば、関連付けられたピストンが移動して、チャンバの容積を低減する際に、液圧流体をチ
ャンバから放出又は排出させることができる。アクチュエータ７１２の１サイクル又は行
程中、１つ又は複数のギアを作動させて、筐体７８２内で所望の流体出力圧を達成するこ
とができる。加えて、ギアの順は可変である。したがって、ギアは図においてＤ１～Ｄ７
及びＵ１～Ｕ８と記されるが、アクチュエータ７１２は、様々な異なる組み合わせ及び順
で１つ又は複数のギアを経ることができる。例えば、１サイクルで、アクチュエータ７１
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２は、ギアＤ７、Ｄ６、Ｄ２、及びＤ５を経て、そのサイクル中に筐体７８２内の作業流
体の圧力を増分的に増大させるように構成することができる。
【００９４】
　[00118]一例では、図５１Ｄの表に示されるように、そして図５１Ｃを参照するように
、ギアＤ７を作動させるには、作業圧での液圧流体は、液圧シリンダ７４８のチャンバＣ
１及びチャンバＣ２に選択的に連通し、液圧を表面積Ａ１及びＡ２の下方向及び上方向の
それぞれにかける。表面積Ａ１は表面積Ａ２よりも大きいため、正味動作表面積Ａｎｅｔ

（Ａ１－Ａ２）は正であり、結果として生成される液圧力は液圧ピストン７７８を下方に
移動させ、そして、作業ピストン７７４が下方に移動する。別の例では、ギアＵ２を作動
させるには、作業圧の液圧流体が、図５１Ｂに示されるように、選択的にチャンバＣ２及
びＣ４に連通し、それにより、表面積Ａ２及びＡ４に液圧が上方向にかかり、結果として
、負である正味動作表面積Ａｎｅｔ（Ａｎｅｔ＝－Ａ２＋－Ａ４）が生じる。したがって
、液圧力は、液圧ピストン７７８を上方に移動させ、これは、作業ピストン７７４を上方
に移動させる。
【００９５】
　[00119]図５１Ｄの表のギアＵ８を参照すると（しかし、図５１Ｂ及び図５１Ｃには示
されない）、作業圧の液圧流体が、すべてのチャンバ（Ｃ１～Ｃ４）に選択的に連通する
場合、液圧は、表面積Ａ１及びＡ３に下方向（すなわち、正）にかかり、表面積Ａ２及び
Ａ４には上方向（すなわち、負）にかかり、結果として、正味動作表面積はＡｎｅｔ＝Ａ
１－Ａ２＋Ａ３－Ａ４になる。駆動ロッドＲ１の直径及び駆動ロッドＲ２の直径は、この
実施形態例では異なるため、結果として生じる正味動作面積Ａｎｅｔはゼロにはならず、
むしろ、正味動作表面積Ａｎｅｔが存在し、これは、２つのロッドの断面積の差に等しい
。駆動ロッドＲ１の直径及び駆動ロッドＲ２の直径が等しい場合、結果として生じる正味
動作表面積はゼロになるため、作業ピストンへの力はゼロになる。
【００９６】
　[00120]図５１Ｄの表の最下行は、液圧ピストン７７８のブラインド側表面積及びロッ
ド側表面積が、液圧ピストン７８０のブラインド側表面積及びロッド側表面積のそれぞれ
と同じである場合（すなわち、ピストン７７８の直径＝ピストン７８０の直径、Ａ４＝Ａ
１、Ａ２＝Ａ３、及びＲ１＝Ｒ２）、アクチュエータ７１２に関連付けられた可能なギア
を示す。そのような実施形態は、上述したアクチュエータ４１２と同様である。表に示さ
れるように、例えば、図５１ＣのギアＤ１を参照すると、そのような実施形態では、作業
圧の液圧流体が、流体チャンバＣ１、Ｃ３、及びＣ４に選択的に連通する場合、この例で
はピストン７７８及び７８０が等しいため、表面積Ａ１及びＡ４にかけられる液圧は互い
に相殺し、結果として正味動作表面積Ａｎｅｔは表面積Ａ３に等しくなる。これは、液圧
ピストン７８０を下方に移動させ、そして水ピストン７７４を下方に移動させる。別の例
では、作業圧の液圧流体が、図５１ＣのギアＤ３に示されるように、流体チャンバＣ２及
びＣ３に選択的に連通する場合、表面積Ａ１は、この場合、表面積Ａ３に等しいため、結
果として水ピストンにかかる力はゼロになる。表に示されるように、この例では（例えば
、ピストン７７８＝ピストン７８０、ロッド２＝ロッド３）、ギアＤ６はギアＤ３と同じ
であり、ギアＤ２はギアＤ５と同じである。したがって、そのような実施形態で利用可能
な異なるギアの総数は８に等しく、それぞれ、４つが上方向で、４つが下方向である。
【００９７】
　[00121]図５２Ａは、本明細書に記載の装置及びシステムと併用可能なアクチュエータ
の別の実施形態を示す。この実施形態は、作業ピストンの一端部に動作可能に結合され、
作業ピストンを作動させるように構成された複数の液圧シリンダを含むことができるアク
チュエータを示す。図５２Ａは、２つの異なるサイズの液圧シリンダを示し、各シリンダ
は異なる直径の液圧ピストンを有する。しかし、３つ以上の液圧シリンダを使用してもよ
く、及び／又は１つ若しくは複数の液圧シリンダを作業ピストンの両端部に動作可能に結
合してもよいことを理解されたい。
【００９８】
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　[00122]特に、図５２Ａは、アクチュエータ８１２の一部の様々な構成要素を概略的に
示す。図５２Ａに示されるように、アクチュエータ８１２は、内部領域を画定する筐体８
８４及び筐体８８４の内部領域内に移動可能に配置された液圧ピストン８７８を含む液圧
シリンダ８４８と、筐体８８５及び筐体８８５の内部領域内に移動可能に配置された液圧
ピストン８８０を含む液圧シリンダ８５０とを含む。駆動ロッドＲ１が、液圧シリンダ８
５０の液圧ピストン８８０と、液圧シリンダ８４８の液圧ピストン８７８とに結合され、
駆動ロッドＲ２が、液圧シリンダ８５０の液圧ピストン８８０に結合されるとともに、筐
体８８２内に配置された作業ピストン（図示せず）に結合することができ、筐体８８２は
、前の実施形態に関して上述したように、ある容量の流体を含むように構成される。この
実施形態例では、液圧ピストン８７８は液圧ピストン８８０よりも小さな直径を有し、液
圧駆動ロッドＲ１の直径は、液圧駆動ロッドＲ２の直径よりも大きい。しかし、液圧ピス
トン８７８が代替として、液圧ピストン８８０と同じ又はより大きなサイズであってもよ
いことを理解されたい。同様に、液圧駆動ロッドＲ１及びＲ２は代替として、同じサイズ
であってもよく、又は液圧駆動ロッドＲ２が液圧駆動ロッドＲ１よりも大きくてもよいこ
とを理解されたい。
【００９９】
　[00123]液圧シリンダ８４８の筐体８８４は、内部領域内に、液圧ピストン８７８の上
の流体チャンバＣ１と、液圧ピストン８７８の下の流体チャンバＣ２とを画定する。同様
に、液圧シリンダ８５０の筐体８８５は、内部領域内に、液圧ピストン８８０の上の流体
チャンバＣ３と、液圧ピストン８８０の下の流体チャンバＣ４とを画定する。この実施形
態では、流体チャンバＣ１及びＣ２のそれぞれは、液圧シリンダ８４８のブラインド側及
びロッド側と呼ぶことができ、流体チャンバＣ３及びＣ４のそれぞれは、液圧シリンダ８
５０の第１のロッド側及び第２のロッド側と呼ぶことができる。
【０１００】
　[00124]液圧シリンダ８４８は、導管８９５を介して液圧ポンプ／モータ８１４（又は
他の適した加圧液圧流体源）に結合され、液圧シリンダ８５０は、導管８９６を介して液
圧ポンプ／モータ８１４に結合される。液圧ポンプ／モータ８１４はシステムコントロー
ラ８１６に結合され、システムコントローラ８１６を使用して、前の実施形態に関して上
述したように、液圧ポンプ／モータ８１４を動作させ制御することができる。弁８９８が
、液圧シリンダ８４８及び８５０の各チャンバと液圧ポンプ／モータ８１４との間に結合
され、例えば、システムコントローラ８１６の制御下で選択的に開閉して、液圧ポンプ／
モータ８１４の高圧側を各チャンバにそれぞれ流体的に結合又は流体的に分離することが
でき、それにより、システム又は液圧コントローラ８１６は、前の実施形態に関して上述
した様式と同様にして、液圧シリンダ８４８及び８５０のうちの一方又は両方の一方又は
両方のチャンバを選択的に作動させる（加圧液圧流体を供給する）ことができる。
【０１０１】
　[00125]液圧ピストン８７８は、流体チャンバＣ１に関連付けられた側（例えば、ブラ
インド側）に動作表面積Ａ１と、流体チャンバＣ２に関連付けられた側（例えば、ロッド
側）に動作表面積Ａ２とを有する。液圧ピストン８８０は、流体チャンバＣ３に関連付け
られた液圧ピストン８８０の側（例えば、第１のロッド側）に動作表面積Ａ３と、流体チ
ャンバＣ４に関連付けられた側（例えば、第２のロッド側）に動作表面積Ａ４とを有する
。
【０１０２】
　[00126]この実施形態例では、図５２Ａに示されるように、液圧ピストン８７８の動作
表面積Ａ１及びＡ２は、液圧ピストン８８０の動作表面積Ａ３及びＡ４と異なる。例えば
、液圧ピストン８７８の動作表面積Ａ２は、液圧ピストン８８０の動作表面積Ａ３及びＡ
４よりも小さい。液圧ピストン８８０の動作表面積Ａ４は、液圧ピストン８８０の動作表
面積Ａ３よりも大きく、両方とも、液圧ピストン８７８の動作表面積Ａ１及びＡ２よりも
大きい。
【０１０３】
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　[00127]図５２Ｂ及び図５２Ｃのそれぞれは、アクチュエータ８１２が動作できる異な
る可能な状態又はギア（Ｄ１～Ｄ７、Ｕ１～Ｕ７として識別される）を示す。図５２Ｂは
、アクチュエータ８１２が、駆動ロッドＲ２に結合された作業ピストンを筐体８８２内で
上方に移動させることができるアクチュエータ８１２のギアを示し、図５２Ｃは、アクチ
ュエータ８１２が作業ピストンを筐体８８２内で下方に移動させることができるギアを示
す。前の実施形態と同様に、図５２Ｂ及び図５２Ｃに示される特定のギア（例えば、Ｄ１
～Ｄ７、Ｕ１～Ｕ７）では、流体チャンバ（例えば、Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４）が液圧流
体で加圧される場合、陰影なしで示され、流体チャンバが液圧流体で加圧されない場合、
陰影付きで示される。
【０１０４】
　[00128]前の実施形態に関して説明したように、作業液圧の液圧流体源をアクチュエー
タ８１２の流体チャンバのうちの１つ又は複数（例えば、Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３、及び／又は
Ｃ４）に選択的に流体的に結合する（例えば、上述した液圧ポンプ／モータ８１４を介し
て）ことにより、異なるギアをアクティブ化することができる。例えば、弁８９８のうち
の選択された１つ又は複数を選択的に開き、液圧流体をチャンバのうちの１つ又は複数に
汲み入れ、及び／又はチャンバのうちの１つ又は複数から液圧流体を排出することができ
る（例えば、行程の終わりで）。ギアのうちの１つ又は複数を、アクチュエータ８１２の
所与のサイクル中に作動させて、筐体８８２内の流体の所望の出力圧を達成することがで
きる。ギアの順は変更することも可能である。したがって、ギアは図５２Ｂ及び図５２Ｃ
においてＤ１～Ｄ７及びＵ１～Ｕ７と記されるが、アクチュエータ８１２は、前の実施形
態に関して上述したように、様々な異なる組み合わせ及び順で１つ又は複数のギアを経る
ことができる。
【０１０５】
　[00129]特定のギアの正味動作表面積Ａｎｅｔは、所与のギアで加圧されるチャンバ（
例えば、Ｃ１～Ｃ４）に関連付けられた表面積（例えば、Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４）の総
和に等しい。上述したように、この実施形態例では、１つ又は複数の液圧シリンダは、任
意選択的に、作業ピストンの両端部に結合することもできる。そのような実施形態では、
特定のギアの正味動作表面積Ａｎｅｔは、アクチュエータ７１２に関して上述した様式と
同様に、作業ピストンの両端部に対して動作する液圧シリンダの加圧チャンバに関連付け
られた表面積も含む。
【０１０６】
　[00130]図５３はアクチュエータ８１２の変形を示し、この変形では、アクチュエータ
を作業ピストンに接続する駆動ロッドは２つの液圧ピストンのうちの小さい方に結合され
、駆動ロッドは同じ直径を有する。アクチュエータ９１２は、内部領域を画定する筐体９
８４及び筐体９８４の内部領域内に移動可能に配置される液圧ピストン９７８を含む液圧
シリンダ９４８と、筐体９８５及び筐体９８５の内部領域内に移動可能に配置される液圧
ピストン９８０を含む液圧シリンダ９５０とを含む。駆動ロッドＲ１は、液圧ピストン９
７８及び液圧ピストン９８０に結合され、駆動ロッドＲ２は、液圧ピストン９８０に結合
され、前の実施形態に関して上述したように、筐体（図示せず）内に配置された作業ピス
トン（図示せず）に結合することができる。この実施形態では、液圧ピストン９７８の直
径は液圧ピストン９８０の直径よりも大きく、駆動ロッドＲ１の直径は駆動ロッドＲ２の
直径に等しい。
【０１０７】
　[00131]液圧シリンダ９４８の筐体９８４は、内部領域内に、液圧ピストン９７８の上
の流体チャンバＣ１と、液圧ピストン９７８の下の流体チャンバＣ２とを画定する。液圧
シリンダ９５０の筐体９８５は、内部領域内に、液圧ピストン９８０の上の流体チャンバ
Ｃ３と、液圧ピストン９８０の下の流体チャンバＣ４とを画定する。液圧ピストン９７８
は、流体チャンバＣ１に関連付けられた側に動作表面積Ａ１と、流体チャンバＣ２に関連
付けられた側に動作表面積Ａ２とを有する。液圧ピストン９８０は、流体チャンバＣ３に
関連付けられた液圧ピストン９８０の側に動作表面積Ａ３と、流体チャンバＣ４に関連付
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けられた側に動作表面積Ａ４とを有する。
【０１０８】
　[00132]前の実施形態と同様に、アクチュエータ９１２は、複数の異なるギアで動作し
て、作業ピストン（図示せず）を筐体（図示せず）内で移動させることができる。特定の
ギアの正味動作表面積Ａｎｅｔは、上述したように、所与のギアで加圧されるチャンバ（
例えば、Ｃ１～Ｃ４）に関連付けられた表面積（例えば、Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４）の総
和に等しい。１つ又は複数の液圧シリンダは、任意選択的に、両端部作業ピストンに結合
することもできる。そのような実施形態では、特定のギアの正味動作表面積Ａｎｅｔは、
他の実施形態に関して上述した様式と同様に、作業ピストンの両端部に対して動作する液
圧シリンダの加圧チャンバに関連付けられた表面積も含む。
【０１０９】
　[00133]図５４Ａ及び図５４Ｂは、本明細書に記載の装置及びシステムと併用可能なア
クチュエータのさらに別の実施形態を示す。この実施形態では、アクチュエータは、弁を
選択的に開く必要なくあるギアから別のギアに移ることができる。アクチュエータ１０１
２は、内部領域を画定する筐体１０８４及び筐体１０８４の内部領域内に移動可能に配置
される液圧ピストン１０７８を含む液圧シリンダ１０４８と、筐体１０８５及び筐体１０
８５の内部領域内に移動可能に配置される液圧ピストン１０８０を含む液圧シリンダ１０
５０とを含む。液圧駆動ロッドＲ１は、液圧シリンダ１０５０の液圧ピストン１０８０と
、液圧シリンダ１０４８の液圧ピストン１０７８とに結合される。液圧駆動ロッドＲ２は
、液圧シリンダ１０５０の液圧ピストン１０８０に結合され、前の実施形態に関して上述
したように、ある容量の液体を内部に含むように構成された筐体１０８２内に移動可能に
配置された作業ピストン１０７４に結合される。この実施形態では、液圧シリンダ１０４
８の筐体１０８４は、液圧ピストン１０７８が図５４Ｂに示される筐体１０８４の内部領
域と、図５４Ａに示される筐体１０８５の内部領域との間で移動可能なように、液圧シリ
ンダ１０８０の筐体１０８５と流通する。
【０１１０】
　[00134]液圧ピストン１０７８が筐体１０８５内に配置される場合（図５４Ａに示され
るように）、液圧流体チャンバＣ１は、筐体１０８４及び筐体１０８５によりまとめて、
液圧ピストン１０７８の上及び液圧ピストン１０８０の上に画定され、液圧流体チャンバ
Ｃ２が、液圧ピストン１０８０の下に画定される。液圧ピストン１０７８が筐体１０８４
に係合すると（図５４Ｂに示されるように）、液圧流体チャンバＣ３が、液圧ピストン１
０７８の上に筐体１０８４により画定され、液圧流体チャンバＣ２が液圧ピストン１０８
０の下に画定され、液圧流体チャンバＣ４が、液圧ピストン１０８０の上及び液圧ピスト
ン１０７８の下に画定される。したがって、液圧ピストン１０７８が液圧シリンダ１０４
８と１５０との間で移動する場合、液圧流体チャンバを再画定することができる。
【０１１１】
　[00135]液圧ピストン１０７８が筐体１０８５と共に配置される場合（図５４Ａに示さ
れるように）、流体チャンバＣ１は、まとめて液圧シリンダ１０４８及び液圧シリンダ１
０５０のブラインド側と呼ぶことができ、流体チャンバＣ２は、液圧シリンダ１０５０の
ロッド側と呼ぶことができる。液圧ピストン１０７８が筐体１０８４に係合する場合、流
体チャンバＣ３は液圧シリンダ１０４８のブラインド側と呼ぶことができ、流体チャンバ
Ｃ２はやはり、液圧シリンダ１０５０のロッド側と呼ばれ、流体チャンバＣ４は、まとめ
て液圧シリンダ１０４８及び液圧シリンダ１０５０のロッド側と呼ぶことができる。
【０１１２】
　[00136]この実施形態では、液圧ピストン１０７８は液圧ピストン１０８０の直径より
も小さい直径を有し、液圧駆動ロッドＲ１の直径は液圧駆動ロッドＲ２の直径に等しい。
本明細書に記載の他の実施形態と同様に、液圧ピストン１０７８及び１０８０は、互いに
対して他のサイズを有してもよく、駆動ロッドＲ１及びＲ２は互いに対して他のサイズを
有してもよい。例えば、液圧ピストン１０７８は、液圧ピストン１０８０より大きくても
よい。そのような実施形態では、可能なギアセットは、液圧ピストンの相対サイズ及び／
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又は作業ピストンに対する液圧ピストンの位置に基づいて変更することができる。液圧ピ
ストン１０７８は、図５４Ａ及び図５４Ｂに示されるように、動作表面積Ａ１と、動作表
面積Ａ２とを有し、液圧ピストン１０８０は、動作表面積Ａ３と、動作表面積Ａ４とを有
する。
【０１１３】
　[00137]前の実施形態と同様に、アクチュエータ１０１２は、複数の異なるギアで動作
して、作業ピストン１０７４を筐体１０８２内で移動させることができる。特定のギアの
正味動作表面積Ａｎｅｔは、上述したように、所与のギアで加圧されるチャンバ（例えば
、Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４）に関連付けられた表面積（例えば、Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４
）の総和に等しい。異なるギアは、前の実施形態に関して説明したように、作業液圧の液
圧流体源をアクチュエータ１０１２の流体チャンバのうちの１つ又は複数（例えば、Ｃ１
、Ｃ２、Ｃ３、及び／又はＣ４）に選択的に流体的に結合する（例えば、液圧ポンプを介
して）ことにより、アクティブ化することができる。例えば、図５４Ａ及び図５４Ｂに示
されるように、導管１０９５は、筐体１０８４の内部領域に結合して流通することができ
、導管１０９６及び１０９７は、筐体１０８５に結合して流通することができる。導管１
０９５、１０９６、及び１０９７のそれぞれは、例えば、液圧ポンプ（図示せず）に結合
して、加圧液圧流体を供給することができる。弁１０９８を導管１０９５、１０９６、及
び１０９７並びに／又は各筐体１０８４、１０８５に結合し、アクチュエータ１０１２の
様々な流体チャンバへの流通を選択的に開くために使用することができる。
【０１１４】
　[00138]この例では、液圧ピストン１０７８が筐体１０８４に係合する場合、アクチュ
エータ１０１２の可能なギア及びギアシフトの数も変更される。したがって、アクチュエ
ータ１０１２の１サイクル又は行程中、可能なギアの数は変更する。例えば、液圧ピスト
ン１０７８が筐体１０８５内に配置された場合、４つの可能な加圧状態（２つのチャンバ
がそれぞれ加圧されるか、又は加圧されない）があるため、可能なギアの数は３に等しく
、液圧流体が流体チャンバＣ１に汲み入れられる場合、１つのギアが画定され、液圧流体
が流体チャンバＣ２に汲み入れられる場合、１つのギアが画定され、液圧流体が流体チャ
ンバＣ１及びＣ２の両方に汲み入れられる場合、１つのギアが画定される。一ギア例では
、流体チャンバＣ１が、導管１０９５及び１０９６のうちの一方又は両方を介して作業液
圧の液圧流体源に選択的に流体的に結合される場合、正味動作表面積Ａｎｅｔは、（Ａ１
＋Ａ３－Ａ２）に等しく、結果として生まれる力は、右方向である。流体チャンバＣ１及
び流体チャンバＣ２の両方が、作業液圧の液圧流体源に選択的に流体的に結合される場合
、正味動作表面積Ａｎｅｔは（Ａ１＋Ａ３－Ａ２－Ａ４）に等しく、結果として生まれる
力はここでも右方向である。
【０１１５】
　[00139]液圧ピストン１０７８が筐体１０８４に係合し、及び／又は筐体１０８４内に
配置される場合（図５４Ｂに示されるように）、異なる流体チャンバの数が増大するため
、可能なギアの数は増大する。ピストン１０７８は、チャンバＣ１を２つのチャンバＣ３
及びＣ４に分ける。これにより、８つの加圧状態が可能になるため（３つのチャンバのそ
れぞれが加圧されるか、又は加圧されない）、可能なギアの数は７に等しい（各チャンバ
が個々に、チャンバのうちの２つの各組み合わせ、及びすべてのチャンバ）。一ギア例で
は、流体チャンバＣ３は、作業液圧の液圧流体源に選択的に流体的に結合することができ
、正味動作表面積ＡｎｅｔはＡ１に等しく、結果として生まれる力は右方向である。別の
例では、流体チャンバＣ３及び流体チャンバＣ２は両方とも、作業圧の液圧流体源に選択
的に流体的に結合することができ、正味動作表面積Ａｎｅｔは（Ａ１＋Ａ３－Ａ２－Ａ４
）に等しく、結果として生まれる力はここでも右方向である。したがって、この例では、
正味動作表面積Ａｎｅｔは、流体チャンバＣ１（図５４Ａ中）が上述したように液圧流体
で加圧される場合と同じである。
【０１１６】
　[00140]液圧シリンダが作業ピストン１０７４の他方の側に動作可能に結合される場合
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も、可能なギアの数を増大させることができる。したがって、図５４Ａ及び図５４Ｂに示
されないが、１つ又は複数の液圧シリンダを作業ピストン１０７４に動作可能に結合する
こともできる。そのような実施形態では、正味動作表面積Ａｎｅｔは、前の実施形態に関
して上述したように特定することができる。
【０１１７】
　[00141]図５５は、作業ピストンが配置された槽又は筐体内に、液圧シリンダが配置さ
れるアクチュエータの実施形態を示す。そのような実施形態は、例えば、作動させる特定
の装置に必要なスペースを低減することが望ましいことがある。アクチュエータ１１１２
は、それぞれが筐体１１８２に結合され、筐体１１８２により画定される内部領域内に配
置される液圧シリンダ１１４８及び液圧シリンダ１１５０を含み、筐体１１８２内でガス
を圧縮することができ、及び／又は筐体１１８２から流体を排出することができ、及び／
又は筐体１１８２内で液体を受け取り得る。筐体１１８２は、内部領域内にある容量の流
体を含むように構成される。液圧シリンダ１１４８は、筐体１１８４と、筐体１１８４に
より画定される内部領域内に移動可能に配置される液圧ピストン１０７８とを含む。液圧
シリンダ１１５０は、筐体１１８５と、筐体１１８５の内部領域内に移動可能に配置され
る液圧ピストン１０８０とを含む。作業ピストン１１７４は、筐体１１８２の内部領域内
に移動可能に配置され、作業ピストン１１７４が液圧ピストン１１７８及び液圧ピストン
１１８０の移動と共に移動可能なように、１つの駆動ロッドＲ１を介して液圧ピストン１
１７８及び液圧ピストン１１８０に結合される。
【０１１８】
　[00142]筐体１０８４は、内部領域内に、液圧流体チャンバＣ１及び液圧流体チャンバ
Ｃ２を画定し、筐体１０８５は、内部領域に、液圧流体チャンバＣ３及び液圧流体チャン
バＣ４を画定する。ギア及び特定のギアに関連付けられる正味動作表面積の決定は、前の
実施形態に関して上述した様式と同じ又は同様に決定することができ、したがって、本実
施形態を参照して詳述しない。液圧ピストン１１７８及び１１８０を作動させて、各筐体
１１８４及び１１８５内で移動させ、筐体１１８２内で作業ピストン１１７４を上下に移
動させることができる。
【０１１９】
　[00143]図５６は、液圧ピストンが静止したままであり、筐体及び作業ピストンが液圧
ピストンに対して移動するように、液圧シリンダの筐体が槽又は筐体内の作業ピストンに
固定して結合され、槽又は筐体内には作業ピストンが配置される、アクチュエータの実施
形態を示す。アクチュエータ１２１２は液圧シリンダ１２４８及び液圧シリンダ１２８０
を含み、各液圧シリンダは、ある容量の流体を内部に含むように構成された筐体１２８２
の内部領域内に配置される。液圧シリンダ１２４８は、筐体１２８４と、筐体１２８４の
内部領域内に移動可能に配置される液圧ピストン１２７８とを含み、液圧シリンダ１２５
０は、筐体１２８５と、筐体１２８５の内部領域内に移動可能に配置される液圧ピストン
１２８０とを含む。駆動ロッドＲ１が液圧ピストン１２７８及び筐体１２８２に結合され
、駆動ロッドＲ２が液圧ピストン１２８０及び筐体１２８２に結合される。作業ピストン
１２７４は、筐体１２８２の内部領域内に移動可能に配置される。作業ピストンは、アク
チュエータ１２１２が作動した場合、作業ピストン１２７４、筐体１２８４、及び筐体１
２８５が一緒に、液圧ピストン１２７８及び液圧ピストン１２８０に対して移動できるよ
うに、筐体１２８４及び筐体１２８５に結合される。したがって、液圧ピストン１２７８
及び１２８０のそれぞれが筐体１２８４及び１２８５に対して移動するのではなく、アク
チュエータ１２１２が作動した場合、筐体１２８４及び１２８５が（作業ピストンに沿っ
て）各ピストン１２７８及び１２８０に対して移動する。
【０１２０】
　[00144]筐体１２８４は、内部領域内に、液圧流体チャンバＣ１及び液圧流体チャンバ
Ｃ２を画定し、筐体１２８５は、内部領域内に、液圧流体チャンバＣ３及び液圧流体チャ
ンバＣ４を画定する。ギア及び特定のギアに関連付けられた正味動作表面積は、前の実施
形態に関して上述した様式と同じ又は同様に決定することができ、したがって、本実施形
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態を参照して詳述しない。
【０１２１】
　[00145]本発明の様々な実施形態を上述したが、実施形態が単なる例として提示され、
限定として提示されていないことを理解されたい。上述した方法及びステップが、特定の
順で生じる特定の事象を示す場合、特定のステップの順を変更してもよく、そのような変
更が本発明の変形によることを、本開示を利用する当業者なら認識しよう。さらに、特定
のステップは、可能な場合、並列プロセスで同時に実行してもよく、上述したように逐次
実行してもよい。実施形態は、具体的に図示され説明されたが、形態及び詳細に様々な変
更を行い得ることが理解されよう。
【０１２２】
　[00146]例えば、様々な構成要素のサイズ（例えば、直径、長さ等）を変更して、シス
テムの所望の出力を提供することができる。図７～図２２は異なるサイズの様々な送水ポ
ンプを示すが、各送水ポンプは、同じサイズで構成されて、システムの所与の段階で同じ
機能及び出力を提供することもできる。
【０１２３】
　[00147]圧縮／膨張装置内の液体は、水を含むものとして上述したが、加えて又は代替
として、他の液体を使用することもできる。理解されるように、水は、当然ながら、シス
テムにより圧縮されている空気から凝縮することができ、この点に関して、悪影響なしで
液体と混合することができる。さらに、膨張／圧縮装置の実施形態で使用される場合、水
は、悪影響なしで膨張中に空気中に蒸発し得る。しかし、他の種類の液体を水に対する追
加又は代替として使用し得る。そのような液体のいくつかの例としては、グリコール等の
凍結を防ぐように作成された添加剤又は液体全体、グリセリン等の蒸発を防ぐ液体、及び
／又は発泡を防ぐ液体を挙げることができる。同様に、圧縮／膨張装置内のガスは空気（
周囲空気を使用することができるように、好都合な選択である）であるものとして上述し
たが、追加又は代替として、他のガスを使用することもできる。
【０１２４】
　[00148]さらに、システム４００は、それぞれが２つの送水ポンプを有する２つの段階
を有するものとして説明され、送水ポンプはそれぞれ２つの液圧シリンダ（上部及び下部
液圧シリンダ）により作動するが、代替の実施形態では、より多数の液圧シリンダを送水
ポンプの上下に結合することができ、それにより、追加の可能なギアモードを提供するこ
とができる。さらに、他の実施形態では、システムには、異なる数の送水ポンプ及び／又
は異なる数の段階を構成することができ、それにより、追加の可能なギアモードを提供す
ることができる。さらに、本明細書に記載のシステム及び方法は、既知のコンピュータシ
ステム及びそのような目的で使用される制御システムを使用して制御することができる。
【０１２５】
　[00149]上述した実施形態では、液圧アクチュエータにより駆動される（又は液圧アク
チュエータを駆動する）被駆動部材は、直接又は間接的に、圧縮すべき（又は膨張すべき
）ガスに圧力を与える（又はそのようなガスから圧力を受け取る）ピストンであるが、代
替の実施形態では、被駆動部材は、駆動されて、機械力を供給するか、又は機械力を受け
取って駆動されることが望まれる任意の部材とすることができる。開示されるシステム及
び方法の他の用途例としては、商用航空機に使用されるような油圧機械式アクチュエータ
、油圧式又は空気圧式伐木機、水門、及び海堰等の広範囲の力プロファイルを有する用途
、並びに車及びトラックに使用されるようなショックアブソーバが挙げられる。
【０１２６】
　[00150]システムコントローラ（例えば、４１４、８１４）は、例えば、プロセッサに
プロセスを実行させる命令を表すコードを記憶したプロセッサ可読媒体を含むことができ
る。プロセッサは、例えば、市販のパーソナルコンピュータ又は１つ若しくは複数の特定
のタスクの実行専用の他の計算又は処理装置とすることができる。例えば、プロセッサは
、インタラクティブグラフィカルユーザインタフェース（ＧＵＩ）の提供専用の端末とす
ることができる。プロセッサは、１つ又は複数の実施形態によれば、市販のマイクロプロ
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するか、又は１つ若しくは複数の特定の装置若しくはアプリケーションを可能にするよう
に設計された特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）又はＡＳＩＣの組み合わせとすることが
できる。さらに別の実施形態では、プロセッサは、アナログ回路、デジタル回路、又は複
数の回路の組み合わせとすることができる。
【０１２７】
　[00151]プロセッサはメモリ構成要素を含むことができる。メモリ構成要素は、１つ又
は複数の種類のメモリを含むことができる。例えば、メモリ構成要素は、読み取り専用メ
モリ（ＲＯＭ）構成要素及びランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）構成要素を含むことがで
きる。メモリ構成要素は、プロセッサが検索可能な形態でデータを記憶するのに適した他
の種類のメモリを含むこともできる。例えば、電子的にプログラム可能な読み取り専用メ
モリ（ＥＰＲＯＭ）、消去可能電子的にプログラム可能な読み取り専用メモリ（ＥＥＰＲ
ＯＭ）、フラッシュメモリ、磁気ディスクメモリ、並びに他の適した形態のメモリをメモ
リ構成要素内に含むことができる。これらのメモリ構成要素のうちの任意又はすべてに、
任意の形態の通信ネットワークによりアクセス可能なことが認識される。プロセッサは、
コードの所望の機能に応じて、様々な他の構成要素、例えば、コプロセッサ、グラフィッ
クプロセッサ等を含むこともできる。
【０１２８】
　[00152]プロセッサは、メモリ構成要素と通信することができ、データをメモリ構成要
素に記憶し、又は前にメモリ構成要素に記憶されたデータを検索することができる。プロ
セッサの構成要素は、入出力（Ｉ／Ｏ）構成要素によりプロセッサ外部の装置と通信する
ように構成することができる。１つ又は複数の実施形態によれば、Ｉ／Ｏ構成要素は、様
々な適した通信インタフェースを含むことができる。例えば、Ｉ／Ｏ構成要素は、例えば
、標準シリアルポート、パラレルポート、ユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）ポート、
Ｓ－ビデオポート、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）ポート、小型コンピュータシ
ステムインタフェース（ＳＣＣＩ）ポート、アナログ／デジタルインタフェース入力装置
、デジタル／アナログインタフェース出力装置等の有線接続を含むことができる。さらに
、Ｉ／Ｏ構成要素は、例えば、赤外線ポート、光学ポート、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商
標）無線ポート、無線ＬＡＮポート等の無線接続を含むことができる。プロセッサはネッ
トワークに接続することもでき、ネットワークは、ローカルエリアネットワーク若しくは
広域ネットワーク等のイントラネット又はワールドワイドウェブ若しくはインターネット
等のエクストラネットを含む任意の形態の相互接続ネットワークであり得る。ネットワー
クは、仮想私設ネットワーク（ＶＰＮ）を含む専用ライン又は専用回線上の無線又は有線
ネットワークで物理的に実施することができる。
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